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保 健 消 防 委 員 会 記 録 

 

日 令和５年９月12日（火） （第３回定例会） 

時 
              休    憩 

午前９時57分 開議 （午前11時51分～午後０時57分） 午後２時49分 散会 

場 所 第２委員会室 

出席委員 

小 坂 さとみ 須 藤 博 文 岡 崎 純 子 野 島 友 介 

渡 邊 惟 大 椛 澤 洋 平 伊 藤 康 平 植 草   毅 

川 合 隆 史 米 持 克 彦   

欠席委員 な  し 

担当書記 石 黒 薫 子 笹 嶋 健 司  

説 明 員 

保健福祉局 

保健福祉局長 今泉 雅子 保健福祉局次長 小野 聡志 

健康福祉部長 富田 薫 医療衛生部長 南 久志 

高齢障害部長 白井 耕一 地域包括ケア推進

課長 

前嶋 祥子 

健康支援課長 岡田 明子 健康保険課長 柿沼 利江 

生活衛生課長 藤原 淳一 高齢福祉課長 清田 信之 

介護保険管理課長 藤原 一清 障害者自立支援課

長 

大坪 敬史 

こども発達相談室

開設準備室長 

土肥 慶典 障害福祉サービス

課長 

布施 善幸 

精神保健福祉課長 小倉 哲也 総括主幹 豊田 貴光 

健康推進課長補佐 三橋 正明   

こども未来局    

こども家庭支援課

長 

髙木 健司   

消防局    

消防局長 白井 一広 予防部長 田村 公夫 

指令事務協議会担

当部長（指令課長

事務取扱） 

吉田 利也 総括主幹 小山 宏 

予防課長 相葉 勲 指導課長 木原 隆史 

総括主幹 小山 宏   

教育委員会    

教育支援課長補佐 宮内 博史   
 

審査案件 

議案第89号・令和５年度千葉市一般会計補正予算（第４号）中所管 

議案第90号・令和５年度千葉市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１

号） 

議案第91号・令和５年度千葉市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第95号・千葉市国民健康保険条例の一部改正について 

議案第96号・千葉市衛生関係手数料条例及び千葉市旅館業法施行条例の一部

改正について 

議案第97号・千葉市火災予防条例の一部改正について 

発議第６号・千葉市ケアラー支援条例の制定について 
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請願第５号・補聴器購入費助成制度の復活と、聴力検査の実施を求める請願 

調査案件 千葉市における発達障害者児支援について 

            委 員 長   小 坂 さとみ 

 

  



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－3－ 

午前９時57分開議 

 

○委員長（小坂さとみ君） では、もう皆さんおそろいですので、少し早いですが、始めさせ

ていただきたいと思います。 

 では、おはようございます。ただいまから保健消防委員会を開きます。 

 本日、審査を行います案件は、議案６件、発議１件、請願１件です。進め方の順序に従って

進めてまいります。 

 案件審査の後、年間調査テーマの発達障害について所管事務調査をいたしますので、よろし

くお願いいたします。 

 傍聴の皆様に申し上げます。委員会傍聴に当たっては、委員会傍聴証に記載の注意事項を遵

守いただきますようお願いいたします。 

 

議案第89号審査 

○委員長（小坂さとみ君） それでは、案件審査を行います。 

 初めに、議案第89号・令和５年度千葉市一般会計補正予算（第４号）中所管についてを議題

といたします。 

 委員の皆様は、サイドブックスのしおり１番、保健福祉局の議案説明資料をお開きください。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、当局の説明をお願いいたします。保健福祉部長。 

○保健福祉部長 健康福祉部でございます。 

 議案第89号・令和５年度千葉市一般会計補正予算（第４号）のうち、所管について御説明い

たします。 

 保健福祉局議案説明資料の３ページをお願いいたします。失礼して、座って御説明させてい

ただきます。 

 資料の３ページ、がん患者支援事業についてです。 

 １の補正理由ですが、がん患者の治療と社会参加等の両立を支援するため、県の市町村補助

事業、がん患者ＱＯＬ向上事業を活用し、がん治療による脱毛など、外見の変化に起因する患

者の苦痛を軽減するアピアランスケア支援の充実を図ること等に必要な経費を補正するもので

す。 

 ２、補正予算額は837万6,000円ですが、歳出の内訳は、全額アピアランスケア支援となりま

す。歳入につきましては、若年がん患者在宅療養生活支援事業も含め、補正後の事業費の２分

の１県費が見込まれますことから、補正額は県費929万5,000円となり、一般財源が91万9,000

円の減となります。 

 ３、事業概要の（１）目的ですが、患者の心理的・経済的負担を軽減し、治療と社会参加等

の両立を支援するため、がん治療に伴い必要となった補整具等の購入費助成を行うものです。 

 （２）内容ですが、がんと診断され、抗がん剤治療の副作用や手術等により、表中の補正具

等が必要となった市民に対し、購入費助成を行います。対象となる補正具、補助上限額、補助

率につきましては、表中に記載のとおりとなっております。 

 なお、表中のエピテーゼとは、手術などによって失った乳房や鼻、指などに模して作られ、
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患者が体につけて使う人工物のことです。 

 また、制度改正の対象は本年４月購入分からとし、ウイッグにつきましては、現行制度で申

請された方に対しても、遡り新制度の対象といたします。 

 参考掲載しました若年がん患者在宅療養生活支援につきましては、制度の変更はありません

が、県事業の新設に伴い、財源に県費を見込みます。 

 最後に、４、今後の予定ですが、来月10月から各区保健福祉センター健康課等で申請受付を

開始する予定となっております。 

 がん患者支援事業についての説明は以上です。 

 続きまして、資料の５ページをお願いいたします。 

 出産・子育て応援プラン事業についてです。 

 １の補正理由ですが、令和５年３月に開始した出産・子育て応援プラン事業につきましては、

令和４年12月補正予算により、令和５年９月まで予算措置済みですが、10月以降も事業を継続

するため、補正するものです。 

 ２、補正予算額ですが、３億円です。財源につきましては、記載のとおりでございます。 

 ３、事業概要の（１）目的ですが、妊娠から出産、子育て期までの家庭に寄り添い、継続的

な面談及びエンゼルヘルパーや産後ケアなどの出産、子育てに係る様々な情報提供を行う伴走

型相談支援の充実を図るとともに、妊娠届出や出生届出を行った妊産婦等に対し、経済的支援

として、それぞれ５万円を支給します。 

 次に、（２）対象者ですが、妊娠届出を行った妊婦に出産応援プラン給付金を、出生届出を

行った方に子育て応援プラン給付金を支給します。 

 次に、（３）支給金額ですが、出産応援プラン給付金につきましては、妊婦１人につき５万

円を、子育て応援プラン給付金につきましては、新生児１人につき５万円を支給します。 

 次に、（４）支給見込み件数ですが、令和６年３月31日までの支給分として、約6,000件を

見込んでおります。 

 健康福祉部所管分の説明は以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 指令事務協議会担当部長の吉田でございます。よろしくお願いい

たします。着座にて説明をさせていただきます。 

 議案第89号・令和５年度千葉市一般会計補正予算（第４号）中所管、ちば消防共同指令セン

ター指令システム更新について御説明いたします。 

 補正予算書では６ページですが、消防局説明資料の２ページをお願いいたします。 

 １の補正理由についてですが、現指令システムは運用開始から10年が経過しており、老朽化

による障害発生を防止するとともに、車両位置情報管理に使用している端末の通信サービス、

携帯電話の第３世代、いわゆるＦＯＭＡ回線が令和７年度末に終了となりますことから、令和

８年度から新システムを運用するために、令和５年度当初予算への計上を予定しておりました

が、指令センターを構成する20の消防本部間でのシステムの機能に関して、調整に時間を要し

たため、令和５年度中に債務負担行為を設定するものでございます。 

 続きまして、２の債務負担行為補正についてですが、債務負担行為限度額は、令和６年度か

ら令和８年度を期間とした52億7,300万円となります。 
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 なお、このうち41億4,668万円は、本市を除いた19の消防本部が負担する金額となります。

本市負担分につきましては、総額で11億2,632万円となり、内訳は市債が11億2,600万円、残り

の32万円が一般財源となります。 

 続きまして、３の事業概要についてですが、指令システム更新整備業務委託につきましては、

指令センター、各消防本部、消防署所庁舎及び消防車両に設置されている指令システムの更新

を行うものでございます。指令システム更新施工管理業務委託につきましては、整備業務の進

捗管理、整備業務受注者から提出される計画図書の内容を確認、各種検査への立会いなどとい

った整備業務全体のマネジメントを行うものとなります。 

 最後に、４の今後の予定についてですが、入札及び契約の締結は令和６年３月中に行い、契

約期間は令和６年４月１日から令和８年９月30日までとしており、新システム運用開始は令和

８年４月１日からですが、運用開始後から９月30日までの間において、現システムの撤去作業

を行うこととしております。 

 議案第89号・令和５年度千葉市一般会計補正予算（第４号）中所管、ちば消防共同指令セン

ター指令システム更新についての説明は以上となります。 

○委員長（小坂さとみ君） それでは、御質疑等がありましたらお願いいたします。椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） では、一問一答でお願いをいたします。 

 初めに、保健福祉局のほうの補正についてですが、まず、がん患者の支援事業でございます。

このアピアランス支援につきましては、昨年の決算委員会で、乳がんの患者の支援ということ

で、補正下着だとか拡充を提案してまいりましたけれども、今回新たにエピテーゼを含むの支

援メニューが補助対象になったということは、大変患者さんにとってもいいことだというふう

に評価するものであります。 

 気になったのは、ウイッグのこれまでの申請件数と、今回新たに追加メニューとなっている

各支援の補助支援件数について、お聞かせいただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康推進課長補佐。 

○健康推進課長補佐 健康推進課です。 

 ウイッグのこれまでの申請件数は、事業を開始した、事業開始は令和３年９月からなんです

けれども、それからこれまで、昨年度末まで、約１年半で495件となっております。各支援の

今回の予算上の予定件数ですけれども、ウイッグは340件、胸部補整具は70件、エピテーゼは

３件となっております。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） １年半で490件だということなので、今回の340件というのが適切なの

かなと思いますが、ただ、要するに補助負担率を今回10分の10に引き上げていますので、かな

り潜在的に申請できなかった方も今後、申請が上げられる可能性は十分ありますので、上回る

件数があった場合には、しっかりと御対応をお願いしたいというふうに思います。 

 もう一つ、申請受付が要するに多くのこのがん患者さんに届かないと、こういう制度という

のは意味がないというふうに思いますので、いわゆる医療機関だとか、民間とも連携した効果

的な周知に取り組む必要があるというふうに思いますが、どのように取り組むのかお聞かせい

ただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康推進課長補佐。 
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○健康推進課長補佐 健康推進課です。 

 制度改正の周知につきましては、市政だよりや市のホームページのほか、リーフレット等の

作成を予定しております。リーフレットなどは、公共施設はもちろんのほか、がん患者の方の

相談を受ける市内のがん相談支援センターのほか、市内病院、有床診療所、ウイッグ販売事業

者等にも送付し、がん患者の方への周知の協力をお願いする予定になっております。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 相談支援センターあるいは病院だとか診療所に配架していただけると

いうことでありますので、この辺は、しっかり幅広く対応していただきたいというふうに思い

ます。 

 もう一つは、今回メニューの中で、補助率が軒並みウイッグを含めて10分の10でやれるとい

う中で、在宅療養生活支援については、10分の９という補助率になっています。できるだけが

ん患者の経済的な負担を少しでも軽減をしていくというのが必要かなと思いますので、これは

ぜひ併せて全額支援すべきじゃないかなと思いますが、いかがですか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康推進課長補佐。 

○健康推進課長補佐 健康推進課です。 

 若年がん患者の在宅療養生活支援事業につきましては、40歳以上の方であれば介護保険の対

象となり、受けられるサービスと同等の支援を行っておるものです。そのため、40歳以上の介

護保険の被保険者が負担する10分の１につきましては、若年患者の方にも御負担をいただいて

おります。 

 なお、本事業につきましては、支援制度の拡充は特に行いませんが、対象者が亡くなられた

際の届出を省略するなど、手続の簡素化を現在検討しております。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 介護保険の部分でのサービスと合わせていくという、そういうあれな

のかなと思いますが、できるだけ最後のほうにありましたけれども、省力化だとか、ちょっと

できるいろんなまた支援は、ぜひ独自でもこれはぜひ進めていっていただきたいと思います。 

 続きまして、出産・子育て応援プラン事業ですけれども、経済的支援５万円支給、伴走型相

談支援の充実ということでありますが、これまでの取り組みと効果、あと、実際やっていく中

での課題というのがあれば、お聞かせいただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 経済的支援につきましては、本年８月時点で遡及分が、出産給付金については5,387件受付

しておりまして、受付率が93.3％になります。子育て給付金のほうは、5,222件受け付けてお

りまして、受付率が95.3％になっております。随時分につきましては、出産給付金のほうが

1,774件受付しておりまして、受付率は72％、子育て給付金のほうは1,412件受け付けておりま

して、受付率が今のところ60％となっております。こちら妊娠・出産時期の経済的支援につい

ては、とても助かっている、ありがたいというお声をいただいております。 

 また、伴走型相談支援についてですが、こちらは、妊娠後期面接の件数が昨年の４月から６

月に比べて、本年同時期で1.5倍に増え、対象者の約４割まで対応ができております。面接を

行うことによって、出産前の様々な不安を直接把握することができて、不安の軽減につなげら
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れるようになったと捉えております。 

 課題といたしましては、給付金の申請書類の記載内容に不備が多く、申請から給付まで時間

を要している点であると認識しております。今後、この課題解決に向けては、電子申請等の導

入などを検討していきたいと思っております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 今御答弁ありましたけれども、随時分で受付率７割、あるいは子育て

給付金が６割だということですけれども、この返納はやっぱりあれですか、やはり受付率とい

うか、申請をしっかり引き上げていくというのが大事なのかなと思うんですけれども、その上

で、いわゆる電子申請という形でまた導入することによって、この辺を引き上げていくという

ことができるのかなと思いますので、ぜひ積極的に改善をしていただきたいなというふうに思

います。 

 その上で、私、今回、要は国のスキームでこういう事業をやっていらっしゃるわけで、その

中で面接だとかそういう部分が増えてきている、非常にいいことだと思っています。全国的に

見ますと、例えば、明石市なんかは、研修を受けた配達員が毎月おむつだとか、子育て用品を

自宅に届けると。これは育児不安の悩みを聞くということで、そこで役立つ情報も届けていく

という、いわゆるおむつ定期便事業というのがありますけれども、やっぱり国の事業だけじゃ

なくて、いわゆる我が市としても、そこに上乗せをしながら、経済的な支援だとか、あるいは

相談を聞いていくという、より積極的に母子に寄り添った支援展開が必要じゃないかなと思い

ますが、その辺の見解についてお聞かせいただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 本市におきましては、生後２か月のお子さんのいる世帯に対して、地域保健推進員という方

に訪問していただきまして、子育て中の不安や悩みなどを聞くとともに、子育てに関する情報

提供を行っております。その後は、各区の母子健康包括支援センターの専門職が相談に応じる

というふうにつながりを持たせております。必要に応じて定期的に家庭訪問して、保護者の不

安軽減に努めております。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 訪問してという部分は、それはあるんでしょうけれども、そこにプラ

スして新たな財政措置というか、物品支援も含めた、そういう部分もぜひ今後は検討していた

だきたいなというふうに思います。 

 続いて、消防局のほうの総合指令センターの件でございますが、今回、システム更新におけ

る効果とメリット、これは要するに消防センターの隊員の部分のメリットと、あるいは市民が

受ける便益というのはどういうことになるのか、お聞かせいただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 今回、新たなシステムといたしまして、災害現場位置情報システ

ム、こちらは災害現場にタブレットを持参いたしまして、災害現場で指令課の情報が確認でき

るということ、こういった指令課に入りました情報をつぶさに現場に情報提供いたしまして、

その災害の対応能力の向上を図るということで、災害時の軽減を図らさせていただきたいと考
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えております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 今回、システムの中で、昨今、この間も大規模災害がありましたね。

かなり消防も出動されて、あのときというのは、やっぱり通報が集中してしまうと。例えば、

令和元年の台風のときは、多いときに一時入電数がどの程度あったのかということと、この支

援システムにおいて、いわゆる大規模災害のときに、そういった対応数というのがキャパシテ

ィー的にさらに広げていけるものなのか、その辺についてお聞かせいただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 令和元年度の台風の９月の台風のときでございますが、大体時間

で約200件前後の119番が加入されております。119番加入が今後も増える、大規模災害等で増

えるような状況、こういったことも考えられますので、今回新たなシステムといたしまして、

データ指令システム、こちらは指令課で行う業務の一部を各消防署で行うことができるシステ

ムでございまして、こういったもので指令課内の119番受付時間の短縮、こういったものを図

らさせていただく形となっております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） じゃあ、一定のキャパシティーは拡充できるということですね。あと、

気になっているのは、音声による119番が困難な方、障害者の方ですね。いわゆるネット119と

いうあれもありますけれども、これスマホから応答するときに、これ今回のシステムでいうと、

この辺の機能向上というのが図れるのかどうかということと、やはり昨今、外国人の方の通報

も増えてきているんじゃないかなと思うんですが、その辺の多国籍の方への適切な対応という

面では、この新システムにおける機能向上などがあるのか、その辺についてお聞かせいただけ

ますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 ネット119でございますが、こちらは、指令システムには組み込

まない形で現在も運用させていただいておりまして、今後もそのシステムの運用は、継続のほ

うはさせていただきます。 

 あと、外国語の関係でございますが、外国語につきましては、通訳を間に入れるようなシス

テム、多言語通訳体制というような体制を取っておりまして、大体21か国語に対応するような

形でオペレーターを入れて通訳を行い、119番内容を聴取する形を取っております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 分かりました。今、やっぱり先進の東京の消防なんかをいろいろ調べ

てみますと、例えば、通報したときにスマートフォン使って、救急現場の映像を指令センター

に送って、送信できるいわゆるライブ119という運用がなされているわけでありますけれども、

これやはり応急手当て、パニックになっている通報されている方なんかにしっかりとどう手当

てしていいんだなんていうのを逆に指導するみたいな形のコミュニケーションを取っていく、

動画でですね。だから、これは新システムにおいても、いわゆるライブ119のような運用をし
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っかり行いながら、双方向のコミュニケーション、応急手当ての指導も含めて展開をしていく

ことが必要なのかなと思いますが、その辺はいかがですかね。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 ライブ119につきましては、現在、東京等で導入されております。

システム内には入れませんが、別な形で当指令センターといたしましても、ライブ119の有効

性、こういったものを判断しながら検討のほうはさせていただいております。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） ぜひ市民の側の利便性という部分もどういう形で変わり、どういう部

分で向上できるのかというのも分かりやすく、今後また市民の皆様方に周知をしていただきた

いということをお願いしておきたいと思います。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） では、一問一答でお願いいたします。 

 消防共同指令センターシステムについて、お伺いいたします。 

 まず１点目は、本市負担案分の11億円ほどというのは、どのような過程を経て決められたん

でしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 まず、各消防本部が共用で使用いたします指令センター、こちら

の指令センターの機器の費用、これにつきまして、人口割８、均等割２で案分のほうをさせて

いただいておりまして、千葉市負担分が約４億円となります。あわせまして、千葉市のみで使

用する消防車両等に設置する機器、これについての費用が約７億円、合わせて11億円とさせて

いただいております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） ありがとうございます。 

 次に、先ほども椛澤委員の質問にもありましたが、一度にどれぐらいの受付数をこのシステ

ムですと受電として処理できる、さばけるようになる見込みでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 当センターは、回線数が44本となりますので、44本受付可能とな

っております。 

○委員長（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） ありがとうございます。それは従来のシステムよりも増えたというこ

とでよろしいですか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 回線数は、現システムと変わりはございません。 

○委員長（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） 分かりました。 

 では、次に、通報者がやはりしゃべれないぐらい具合が悪いというようなときに、ＧＰＳが

オンになっていて、スマートフォンから発信した場合の位置情報の解析の精度というのは、以
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前のシステムに比べて、どれぐらい高くなっているのでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 位置情報につきましては、従前どおり、今と変わりはございませ

ん。屋外であれば、誤差約３メートル程度で判定のほうはさせていただいております。 

○委員長（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） 分かりました。ありがとうございます。 

 この新システムによって、従来以上に大規模災害、また、平常時に具合の悪い方に関しまし

ても、より一層千葉市が強い救急搬送システムを築けるということで、大変ありがたいシステ

ムだと感じております。願ってもないシステムだと感じました。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） では、一問一答でお願いします。 

 まず、がん患者支援事業に関しての申請方法につきましては、基本的に書類での申請になる

のかなとは思うんですけれども、電子申請受付システムを利用するということを検討されたり

しているでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康推進課長補佐。 

○健康推進課長補佐 健康推進課です。 

 がん患者の方は、いろいろ悩みとか経済的な御心配とかもありまして、郵送も受け付けてい

るんですけれども、もし可能であれば窓口に来ていただいて、そういった面もお話しいただけ

ればなということから、窓口の申請を行っているもので、電子申請につきましては、現在のと

ころは検討しておりません。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 やはりそういった精神的な面でのサポートが必要であるから、窓口に来ていただきたいとい

う思いは分かるんですけれども、やはり一方で、なかなか精神的にもいっぱいいっぱいの中で、

申請というのも負担になると思いますので、申請方法については、多様なほうがよいと思いま

すので、今後ぜひ電子申請の受付についても検討していただけたらというふうに思います。 

 今のがん患者支援については、以上です。 

 出産・子育て応援プラン事業に関して質問させていただきます。 

 先ほど電子申請についても、今後検討していくということを椛澤委員からの質問に対して答

えられておりましたけれども、具体的に電子申請を検討するのは、今回の事業について検討す

るのか、それとも、今後同一の事業があった場合に検討するのか、どのように考えているのか

ちょっと伺えたらと思います。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 電子申請につきましては、この出産・子育て応援プランについて、今後、やはり先ほど課題

に挙げましたとおり、なかなか不備が多いということもありますので、この事業の申請の方法

のあり方は考えていきたいと考えております。まだその時期のことについては、ちょっと今回

はお答えできませんけれども、検討を始めているところです。 
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○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 やはりこのプランについても、やはり申請の簡素化という面も、あとは役所側の負担軽減に

もつながるかなとも思いますので、また、電子申請システムを検討中とのことなので、ぜひ検

討結果で導入できそうであれば、ぜひお願いしたいというふうに思います。 

 では、次に、消防局の新通報システムについて質問させていただくんですけれども、やはり

システム更新の際にも、やっぱりトラブル等も起きる事例を聞いておりますけれども、やはり

消防総合システムは命に関わることなので、ちょっとそういったトラブルがあると、非常に重

大な結果につながってしまうかなと思いますが、今回のシステムについて、トラブルの心配、

更新に伴うトラブルの心配や、あるいは対策等お聞かせいただけたらと思います。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 今回の更新機器につきましては、運用開始のおおむね３か月前よ

り、職員の取扱い訓練等を実施することによりまして、操作に困難を来さないような万全な体

制の確保を考えております。あわせまして、119番、計44回線の切替え作業、これが必要とな

りますが、１回線ずつ作業を行いまして、通報に支障はありません。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。更新についてのトラブルがないということで、

安心しました。 

 一方で、今後も運用を開始した以降に、例えば、そういう新システムが何かのトラブルで停

止してしまうような心配等もないでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 新システムの運用開始以降、現在もそうでございますが、保守員

を配置しておりまして、支障の場合に万全な体制を整えております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。その何かバックアップのようなものというの

は、あったりもするんでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 新システムの各システムは、基本的に二重回線、二重構造となっ

ておりまして、１回線が断絶した場合にもほかの回線を取る体制で、機器は設置のほうをさせ

ていただいております。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 やはり命に関わるシステムでありますので、トラブル等がないように、引き続き保守と管理、

また、更新についてもお願いしたいと思います。新システムによって、通報の可能性、大規模

災害の対応等の可能性も広がるということでしたので、期待したいと思います。 

 以上で、質問を終わりにさせていただきます。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） 一問一答でお願いいたします。 
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 最初に、議案第89号のがん患者支援事業についてです。 

 先ほどほかの委員の皆様からも、るるお話があって、おおむね理解したところではあります

けれども、まず、補正予算額の中で、歳入の部分で一般財源がマイナスになっているんですけ

れども、その理由をお聞かせいただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康推進課長補佐。 

○健康推進課長補佐 健康推進課です。 

 これは予算の関係でございまして、既にある予算なんですけれども、一般財源を充てる予定

になっておったんですけれども、県の補助金が充てられるということで、一般財源ではなく、

補助金を充てるという部分がありますので、そちらで財源の構成をいたしますので、マイナス

になっております。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） もう少しちょっと具体的に教えてもらいたいんですけれども、一般財

源からの支出ではなくて、県からの補助が入ってきたので、この事業自体は、要は補助を充て

る事業として運用されていくという解釈なんですか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康推進課長補佐。 

○健康推進課長補佐 健康推進課です。 

 おっしゃられるとおりで、一般財源に代わりまして、補助金が充てられる箇所には、そちら

を充てるという考えです。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ちょっとよく分からない。補助金を充てられるところというのは、ち

ょっとよく、済みません、理解力がなくて、よく分からないんですが、もう少し具体的にちょ

っと御説明していただけますか。どういうことなんですか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長 補足をさせていただきます。 

 今回、創設されました県の市町村補助事業でございますけれども、市町村が市民に対して補

助をした部分の２分の１を補助するという新たな制度が創設されましたので、その部分を見込

んでのマイナスというふうになってございます。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） 分かりました。先ほどの説明だと、ちょっと何か補助事業だから何と

なく一般財源は充てないんだみたいな、そんなふうなちょっと解釈で取れたので、おおむね理

解しました。分かりました。 

 ちょっとこれらに関連してになってくるのかもしれませんけれども、この全体の予算額に対

して、それぞれ補助上限額というものが当然決められているわけですが、例えば、実勢価格に

対して、これらの助成額というのがどれぐらいの割合になってくるのか、お聞かせいただけま

すか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長 それぞれの事業がどのくらいの補助率になるかというのは、ちょっと一概に

は申し上げにくいところがございます。といいますのが、例えば、ウイッグですと、数千円の
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ものから数十万円まで、価格帯がかなり多様になってございます。 

 これまでの実績によりますと、おおむね６万円までのウイッグを求められる方がおおむね４

割ということになってございます。金額が上がるにつれまして、件数が少なくなっているとい

う状況で、今回、上限額を上げることによりまして、その部分が少し高額なものをお求めにな

るところまで助成対象とできるという拡充になっていると思っております。 

 そのほか、乳房補正具などにつきましても、下着ですと、数千円のものから、乳房の形を作

るとなりますと、本当に数十万円もかかるというところがございますので、十分ではないかも

しれませんけれども、前例であります静岡市の例などを見ますと、平均額で16万円程度（後に

「17万6,000円あまり」と訂正）というような数字もございましたので、少しでも支援になれ

ばということで、制度を考えたところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。 

 決して事業自体を否定しているわけではなくて、実際本当に大変な思いをされているという

のは、私以上に皆さん方は御承知だと思いますので、こういった一つ一つの購入費に関わる助

成、先ほど来、ほかの話でもありましたけれども、特に経済的に大変な方々が多いという話も

ありましたし、そういった意味で複合的な相談を受け付けていますよという話も伺いました。 

 ですから、たくさん出せばいいのかどうなのかというのは、そこは議論の余地がありますけ

れども、少しでも品質等もやっぱり気になるところもあると思いますので、そういった声に耳

を傾けていきながら、この補助額についても、もう少し検討していく余地はあるんじゃないか

なというふうに感じておりますので、引き続き利用者の声をしっかりと受け止めていただきな

がら、こういった事業がしっかり進めていただけることに期待したいなというふうに思ってい

ます。 

 一方で、その周知の仕方というのが結構いろいろとあるかとは思うんですけれども、当然詳

しい方もいらっしゃれば、そうでもない方もいらっしゃるとは思うんです。その中で、購入等

をする際に、どういったことに注意をしたほうがいいのかとか、そういった事前に情報を提供

していくことも必要かなと思ってはいます。リーフレットの配布等もされているということな

んですが、こういった購入とかされる際に、どういったことに注意をしたほうがいいですよと

いうことを利用者にお伝えされているのか、取り組みがあれば教えていただければと思います。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長 健康福祉部でございます。 

 お知らせにつきましては、窓口に御相談があれば、その都度情報提供しておりますけれども、

多くの方が治療を受けていらっしゃる医療機関のほうの相談室で、いろいろ御支援を受けてい

らっしゃるというふうにも聞いております。 

 私どもといたしましては、そのようながん相談支援センターなどの方々と意見交換をしなが

ら、制度の構築も進めておりますし、委員の御指摘のありましたとおり、今後も使い勝手のよ

いような制度にブラッシュアップしていくような検討も重ねていきたいと思っております。 

 大変恐縮でございます。先ほど私の発言で、前例のある静岡市のほうでは、平均価格16万円

程度というふうに申し上げましたけれども、正確に申し上げますと、人工乳房の令和４年度の
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実績で、１人当たりの平均価格が17万6,000円あまりというような数字でございました。大変

失礼をいたしました。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） 参考までなんですけれども、横浜市は、ウイッグを買いたいと思った

らみたいな形で、どんなことに注意したらいいかとか、サイズがどういったものがあるのかと

か、そういったことで結構細かく、こういったことに気をつけながら買われたらいいですよと

いうようなチラシなんかも作られてお配りされているようです。やはりその購入する人という

のは、やっぱり同じような環境にいる人たちが周りに必ずいるとは限らないので、やはり初め

て自分たちが体験していくものになっていくので、こういった細かいところの配慮をしながら、

こういった事業をしっかり進めていく必要があるのかなと思いますので、こういった他都市の

事業も参考にしながら、適切というか、本当に困っているこういった皆さんのための事業とな

るようなことを願いまして、次の質問にしたいと思います。 

 続いてですが、議案第89号、出産・子育て応援プラン事業についてです。 

 令和４年12月の補正予算より今年の９月までの予算措置済みであるというようなお話がござ

いました。今回の対象としても6,000人ぐらいいらっしゃいますよということなんですけれど

も、これまでちょっとほかの委員からもお話がありましたが、こういった事業を本当に皆さん

にしっかりと使っていただくために、取り組み自体についてのお話もございましたが、この事

前申請と子育て給付については、もう少し取り組みをしっかりやっていっていただいたほうが

いいのかなというふうに感じております。課題も挙げられてはおりましたけれども、改めて、

適切にそれぞれの方に周知をし、こういった申請を行っていくためには、どういったことに気

を配りながら、今年度また進めていかれるのかについて、改めて伺わせていただければと思い

ます。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 この事業は、面接を主体として寄附金を支給するということになっておりますので、届出の

あった方には、必ず面接をしてというふうなシステムを組んでいるつもりでございます。妊娠

届出時は、妊娠届にいらっしゃるので、必ず全数面接ができて、給付金の申請書もお渡しして

おりますし、出生時、子供を産んだ後は、出生届を出された際に、その後、新生児訪問とか、

先ほども言いました２か月のお子さんに対する訪問とか、あと、４か月健診までには全戸訪問

という訪問制度もありまして、その３つの訪問制度で面接をさせていただいて、給付金の申請

書をお渡しするというふうにしておりますので、漏れはないようにやっていくことにはなって

おります。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） 済みません。記載等の不備が多いという話もございました。ほかの局

とかでいろいろ経済対策支援とかやられている際に、やっぱり一様に書き方とかが、申請の仕

方がやっぱりなかなかよく分からないという話があって、一緒に記入を進めていくと、より理

解が進んでいくというのがあると思います。それは、こういった事業以外にも、それぞれ区役
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所等で申請される書類というのは、なかなか個人で書いていくというのはなかなか難しい部分

もあるので、１回書いてもらって出してもらうというよりは、来ていただいた方と一緒に記載

をしていくというほうが間違いがなくて済むように思うんですけれども、そのことについては

いかがお考えでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 おっしゃるとおりだと思います。特に外国人の方につきましては、もうほぼ

書かれていなかったりということがありますので、その方々につきましては、健康課のほうの

保健師等が訪問だったりとか、来ていただいたりとかということで、申請書の書き方をお教え

したりとか、そういうそれぞれの方の状況に応じた対応はしております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。もらえるものが、結局申請がなかなかうまく

進まなくて、諦めてしまうようなことがないように取り組んでいただきたいということをお願

いさせていただければと思います。 

 最後に、消防局についてですけれども、これもお話し様々ございました。１点だけちょっと

確認させていただきたいのが、構成消防本部との調整に時間を要したから債務負担を行います

よということなんですけれども、お話を伺っていると、タブレット等を現場に持ち込んで、指

令センターとの情報を図るとか、こういったことは別にすぐできる話じゃないかなと個人的に

は思います。あとは、細かいところについては、様々いろんな事情があったのかもしれません

けれども、この調整に時間を要したというのは、具体的にどういった調整で、結果として債務

負担をするようなことになってしまったのか、お聞かせいただけますでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 各本部での調整に時間を要した大きなシステムといたしましては、

データ指令システム、こちらは指令業務の一部を各本部で行っていただくというようなシステ

ムでございますが、これにつきましては、各本部の規模等がございまして、このシステムの有

効性、こういったものは各本部で様々な考えがございまして、それをセンターとして統一する

ということにちょっと時間を要したことが、一番大きな部分となります。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ちょっと厳しいお話をすれば、内部の調整の話なので、こういった内

部の調整に時間がかかるというのは、ちょっと個人的には考えづらいなというふうに思うんで

すけれども、もっと前段階からやっぱり取り組んでいくべきだったでしょうし、そういったこ

との課題ということについて、皆さん方はどう受け止めて、今後につなげていこうとされてい

るのか、最後にお聞かせいただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 20の消防本部の意見の取りまとめで時間がかかるということで、

今回このような形というのがありますので、やはり事業を進めるに当たって、一つ一つ各本部

の理解を得ながら、期限を見据えながら事業のほうは進めさせていただきたいと考えておりま

す。 
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 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） よろしくお願いします。 

 災害等でもこういったシステムが事前にしっかりできていれば、未然に防げるものもたくさ

ん出てくるかもしれませんので、やはりこれまで他の委員等にも説明されていることをしっか

り受け止めていただきながら、いざというときの備えを万全に消防業務が行われますことをお

願いしたいというふうに思っております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） 一問一答でお願いします。 

 まず、がん患者の支援事業なんですけれども、基本的に今ほかの委員からも質問が来ている

ところですので、分からないところだけちょっと聞かせていただきます。 

 まず、実際にこれ、ウイッグなんかも１万円のやつを買いました。でも、１万円のやつはち

ょっと全然駄目だなと思って、例えばやっぱりもうちょっといいのを買わなきゃいけないなと

いうふうになったときというのは、例えばこの制度自体、本人がどういう形で利用を複数回と

かできるのか、それとも１回こっきりなのか、年度が変わればできるのかとかという、そうい

うところの設計というのは、今どういうふうになっているんでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康推進課長補佐。 

○健康推進課長補佐 健康推進課です。 

 制度設計といたしましては、その額に上限額が５万円とありますので、それに達しなければ

何度購入されても該当するんですけれども、最初だけというか、一度申請していただきますと、

その額に達してしまいますと、もう次は、１度だけということになります。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） 分かりました。そうすると、１人上限が５万円という、例えばウイッ

グに関しては５万円、例えばそれは、年度がまたがろうが何だろうが、１度というか、５万円

以上は助成の対象にならないという理解でよろしいですか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康推進課長補佐。 

○健康推進課長補佐 おっしゃられるとおりでございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 もう一つは、例えば、抗がん剤等をやったり、がんのそういう病種によっては、ウイッグも

使うし、胸部補正も使うし、当然下着を使った後に、やっぱりエピテーゼしたほうがいいなと

かという形でなるかとは思うんですけれども、実際にこの制度に関しては、対象者というのは

一応全部を使えて、それも１人当たりの上限額がこの設定だというイメージでよろしいですか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康推進課長補佐。 

○健康推進課長補佐 健康推進課です。 

 種類は３種類ありますけれども、そちらにつきましては、どれか一つではなくて、３種類使

えまして、それぞれ上限額があるということになっております。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－17－ 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 そういう意味では、例えば、下着であるとか、経年的に本来であれば、継続的に古くなった

りとか、いろいろするときというのに関して、今の現状だと１人当たりの設計ですよというこ

とですけれども、がん患者の皆さんは、長くこういうところでは、継続的に非常に負担がかか

ってくるというところもありますので、そういうところに関しては、また拡充というか、いろ

いろな形で行政のほうも努力していただければなと思います。 

 おおむね先ほど皆さんからも聞いたように、一番重要なのは周知の部分だと思いますので、

周知の部分に関しては、力を入れていただいて、困っている方にしっかりと届くような形をし

っかりとやっていただくよう、お願いしたいと思います。 

 次は、出産・子育て応援プラン事業なんですが、これに関しては、先ほどから申請によって

という形での給付だという形ですけれども、例えば、妊娠は妊娠届出しないと分からないとは

思うんですけれども、出生に関しては、ある程度オートマチックにできる部分もあるのかなと

は思うんですが、そういうところで申請ももう少し簡略的にであるとか、申請をしなくても給

付ができるような形にできるとかというところに関しては、今の現状は、なかなか申請業務で

すけれども、今後そういうところに関しては、どういう整理がされているか教えてください。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 この事業につきましては、経済的支援はもちろん充実させなければいけないんですけれども、

その経済的支援をするとともに、やはりこちらに相談に来れないとか相談しないとか、相談は

いいですとか、そういう方々へのやはり把握、こちら側の把握をしたいという思いもありまし

て、やはり虐待予防とか子育て支援という面からすると、お金を支給するだけではなくて、そ

れとともに、本当に大丈夫ですか、子育ては大丈夫ですかという支援を届けたいという思いが

ありますので、そのようにしております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 そうですね。そういうところであれば、お金を渡すということが大きな目的ではない。ただ、

そうはいっても、経済的な支援、先ほどもほかの委員からも、やっぱり新しい子供ができた家

庭の若い人たちにどういう支援がありがたいのなんて話を聞けば、おむつとか、そういうもの

の助成があったりとかというのは非常にありがたいなんていうところは言われたりする中で、

こういう現金給付ができるということは、非常に支援にはなると思うんですけれども、そうは

いっても、先ほどもまだまだ申請しない対象者の方がいらっしゃるということを見ると、実際

には何かハードルがあるのかなというところなんですけれども、実際そのハードル、いわゆる

申請をしない方たちというのが何で申請しないのかなというところの考察というのは、今どの

ように捉えているか教えていただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 妊娠届出の際は、もうその場で申請書を渡しているので、妊娠期間中に申請を上げようかな

と思っていらっしゃるんだと思うんですね。出産された方に対しては、こちらから出向いて訪
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問をするという、ちょっと時間的なタイムラグがありますので、今の時点ではこの受付率にな

っておりますけれども、この１年間を通して100％にはなると思っております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 そういう意味では、ちょっと人的にも不足していたりとか、いろいろあると思いますので、

そこはしっかりと拡充していっていただければと思います。 

 これも先ほどの件と一緒なんですけれども、実際に妊娠しましたよという話が、妊娠した方

に、妊婦さんにということですから、実際これを知らなくて、出産してから妊婦さんの届出を

しても、例えばの話が給付されるのかとか、逆にお子さんが生まれて、２歳になるまでこれを

知らなくて、実際には２歳になった時点で申請してもこの給付金というのがいただけるのか。

特に今は令和５年の３月から始めた制度で、これが恒常的な制度じゃないですから、なかなか

そこら辺の設定というのは難しいかとは思うんですけれども、今の現状では、そこら辺の制度

設計はどういうふうになっているのか。もうもらえる期間というのがある程度定まっているの

かどうかというところは、どういうふうに整理されているのか教えていただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 遡及分につきましては、ちょっと手元にしっかりしたデータがないんですけ

れども、国のほうで、お子さんが３歳になるまでというふうに言っているので、そこまで申請

を受け付けてくださいというふうには聞いております。随時分、今既にもう妊娠とか出産とか

される方につきましては、おっしゃられたとおり、出産後に妊娠届のときの５万円についての

申請を受け付けることは可能と考えておりますが、ごめんなさい、ちょっと今ちゃんと要綱を

見ていないので、はっきりしたお答えができなくて申し訳ございません。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） そうすると、そこら辺はそんなに事後でも申請ができそうなので、心

配ないなとは思います。 

 実際に、先ほど言ったように、まだ令和５年の３月から始まって、今回いわゆる来年度の10

月以降もするために、取りあえず今回は３月までかな、今年度分という形なんですけれども、

これ当然国のほうが予算化してやっていることで、これが本来は恒常的なそういう助成になっ

ていくということを求められるんですけれども、国のほうの状況であるとか、あと、もう一点

は、来年度に向けて予算措置していくのかどうか、そこら辺が今分かる範囲でいいんですけれ

ども、お聞かせ願えればと。お聞きいたします。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 国のほうは、この事業を始めた当時から恒久的な事業とするための法整備について、これか

ら検討していきますというふうに言っております。本市としましては、大都市民生主管課長会

議等を通じて、国のほうに継続的な制度としてほしいという要望は出しておりますし、令和６

年度の予算案のほうにも出てきておりますので、来年度も予算を計上する予定であります。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 
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○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 国、県のほうもそういう形で動いていただいているとは思いますので、来年度の標準の予算

にしっかりと算入していただくことと、こういういい事業が恒常的に行われることというのは、

国の制度がなくなっちゃったから市単独でやらなきゃいけないよとなったときには、いろんな

判断があるかとは思いますけれども、そのときまでにやっぱりこの制度で、どういうよかった

ことがあるかとか、そういうところはしっかりと整理していただいて、まずは令和５年度、し

っかりと事業のほうを進めていただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 消防指令センターのほうなんですけれども、うちの岡崎委員からも質問させていただいたん

ですが、ちょっと幾つか聞かせていただきます。 

 一つは、例えば、10年たったシステムで、非常に共同指令センターということで広域でやっ

ていった形で、非常に他の地域からは、先進的にやられていたというふうには理解しているん

ですけれども、この10年間でこのシステムの課題とかというのをどういうふうに捉えているか、

それがまた新しいシステムにどういうふうに反映されたかというところをまず教えていただけ

ますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 現在のシステムの使用に関しまして、大きな課題等、そういった

ものは今のところございませんが、やはり使用する職員が、他の本部の職員が他の本部の地域

の119番を受けて土地勘、こういったものがやはり配属した当初は、やはり土地勘のないとこ

ろの119番を受ける。これにつきましては、その本部の職員が補助に入って対応のほうをさせ

ていただいておりますが、そういった部分もございますので、新たなシステムでは、ディスパ

ッチシステム、管制員の補助をさせていただくシステム、その119番の内容によりまして、管

制員の補助、質問や回答、緊急度、こういったものを判定する補助システム、こういったもの

を入れさせていただきまして、より早くの出動下命、そういったものに向けてシステムの更新

のほうは図っているところでございます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） 新たに、例えば、システム自体が十何年たっても変わらないものを更

新するというイメージではないと思うんですね。実際、この更新をしたときにどういった新し

い機能があったりとか、こういうところに関して更新、気を使ってやりましたというところが

あれば教えていただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 今回の更新で、大きく３つの新たなシステムを入れさせていただ

いております。先ほどからお話しさせていただいております大規模災害時の119番が多数入電

した場合に、一部の指令課の事務処理を各消防本部で行っていただくようなシステム、あとも

う一つは、ディスパッチシステムと申しまして、通報者へ質問すべき内容やその回答が画面に

選択方式で表示されまして、先ほど申しました管制員の補助的な役割を担っていただくシステ

ムでございます。 

 あわせまして、これも先ほどもお話しさせていただきました災害現場位置情報システム、災

害現場で指令課の情報がいち早く確認できるタブレット、こういったものを配置するようなシ
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ステムでございます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。しっかりとお金をかけて、コストをかけて更

新するものですから、新たなそういうところはどうなのかなと。 

 もう一つは、この共同指令室センターの機能としては、いち早く救急車が対象者の方に行く

ことが一番の目的だとは思うんですけれども、今度、今はやっぱり救急搬送とかで課題になっ

ているというと、やっぱり病院との連携というのがやっぱり大きく課題になっているかなと。

実際には、救急車が着いても病院が見つからなくて、そこで30分、１時間待っていることがあ

ったりとかとすることもある中で、非常にそれはなかなか厳しい部分ではあるということは理

解はしているんですけれども、市内の病院と連携して、いわゆるタブレットで連携しながらや

っているということを千葉市はやっているけれども、この広域の中ではやっていない地域もあ

って、千葉市に四街道市の救急車が来ると、そのシステムが対応できていないとかという意味

では、実際広域化していく中で、そういうところは大きな課題だなとは思うんですけれども、

今後、千葉市としても共同指令で連携している、いわゆる各市町村としても大きな課題だとは

思うんですけれども、そういうところに関しては、システムであったりとか、そういうところ

を改善していこうという動きは、今の現状としては、今どういう状況なのか、分かれば教えて

いただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 指令事務協議会担当部長。 

○指令事務協議会担当部長 今回のシステムは、指令業務に係るシステムでございまして、申

し訳ございません、それ以外の消防業務について、救急業務等につきましては、更新の中には

入っていないような現状でございます。 

 以上でございます。 

○委員（川合隆史君） 分かりました。ありがとうございます。 

 そもそもそういう指令、行くことがまずは今回のシステムだったということではありますけ

れども、事業としては、やっぱりその事象としては、やっぱり救急車が行った後に病院に搬送

するというのがほとんどの、きっと９割以上が病院に搬送しているとは思いますので、そうい

う意味では、搬送先の病院との連携というのは、今後やっぱり大きな課題にはなってくると思

いますので、これこそ当然広域でやっていかなければ意味がなかったりすることですので、そ

ういうこともしっかりと連携している市町村のほうでも取り扱っていただいて、地域差であっ

たりとか、市内だけということじゃなく、僕らも千葉市で救急車を呼んだけれども、病院で習

志野市のほうに行ったりとか、佐倉市のほうに行ったりというのはよく聞きますので、そうい

うところは、しっかりと地道にシステムだけでなくやっていただくことは要望しておきますの

で、よろしくお願いしたいと思います。 

 私からは以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） 一括です。 

各委員からの質問でおおむね理解はできたんですけれども、１点だけちょっとお聞きしたいの

が、出産・子育て応援プラン事業について、これは収入要件というのは特に設けていないとい
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うことで理解してよろしいんでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 所得制限等はございませんので、大丈夫です。 

○委員長（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） あと、おおむね理解できましたので、意見、要望のほうを言わせてい

ただきます。 

 がん患者支援事業につきましては、今までもウイッグについては、いろいろと窓口、また相

談室、パンフレット等で周知のほうはしていたかと思います。今後、拡充したことについて、

新規拡充について、かなりアピールしないとこれ分からないと思いますので、十分にアピール

していただいて、使いやすい制度としていただけるようお願いしたいと思います。 

 出産・子育て応援プランについても、これ周知というのがやっぱり必要だと思います。何せ

収入要件がなくなれば、もう皆さんに周知しなければ絶対いけないようなことなので、テレビ、

ラジオ等でも出していただいてというような感じで、周知できればと思います。国の目玉商品

じゃないですけれども、とにかく子供をいっぱいつくっていただいて、育てる環境を整備する

という事業の一部だと思いますので、よろしくお願いします。 

 また、消防共同指令センターにつきまして、プラットフォームの更新ということで理解をし

ております。特に大規模災害については、このプラットフォームが重要というふうになると思

うんですが、千葉のほうも総合防災センターのほうをつくっておりますので、この共通プラッ

トフォームというのはもう無理だとは思うんですけれども、連携のほうをうまくできるように

ぜひしていただいて、災害時には、消防と市との連携をうまくできるようにしていただけたら

なと思います。画面のほうの共通は絶対できないでしょうから、市内においても認識を共通で

きるように、ぜひぜひしていただけたらと思います。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） その他、御質疑等ございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御発言がなければ、採決いたします。 

 お諮りいたします。議案第89号・令和５年度千葉市一般会計補正予算（第４号）中所管を原

案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

［賛成者挙手］ 

○委員長（小坂さとみ君） 賛成全員、よって、議案第89号は原案のとおり可決されました。 

 それでは、説明員の入替えを行います。御苦労さまでした。 

［消防局退室、保健福祉局入替え］ 

 

議案第90号、第95号審査 

○委員長（小坂さとみ君） 次に、議案第90号・令和５年度千葉市国民健康保険事業特別会計

補正予算（第１号）及び議案第95号・千葉市国民健康保険条例の一部改正についての２議案は

関連がありますので、一括議題といたします。 

 しおり１番、保健福祉局の議案説明資料をお開きください。 
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 よろしいでしょうか。 

 では、当局の説明をお願いいたします。医療衛生部長。 

○医療衛生部長 医療衛生部です。座って説明のほうをさせていただきます。 

 説明資料の７ページをお願いいたします。 

 議案第90号・令和５年度千葉市国民健康保険事業特別会計補正予算及び議案第95号・千葉市

国民健康保険条例の一部改正については、関連がありますので、一括で説明させていただきま

す。 

 １、産前産後期間における国民健康保険料の免除措置について、（１）条例改正及び補正予

算の趣旨ですが、国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、出産する被保険者に係る国民健康

保険料の所得割額及び均等割額の免除措置が導入されることとなりました。これらを反映させ

るために、千葉市国民健康保険条例の一部を改正するとともに、改正に対応した国民健康保険

システムの改修に必要となる予算の補正を行うものです。 

 （２）補正予算額ですが、債務負担行為の設定となります。設定期間は、令和６年度です。

債務負担行為限度額は3,300万円で、全額が県支出金となります。 

 （３）条例改正及び補正予算の内容についてですが、ア、出産する被保険者に係る国民健康

保険料の免除については、出産する被保険者の出産予定日の属する月の前月、多胎妊娠の場合

には、３か月前から出産予定月の翌々月までの期間に係る所得割額及び均等割額を免除するも

のです。 

 以下、図をつけておりますので、御参考ください。 

 また、国民健康保険法の改正に伴い、引用している条文の条項ずれが生じたため、規定の整

備を行うものです。 

 イ、出産する被保険者の産前産後期間相当分の所得割額及び均等割額を免除することに伴い

まして、国民健康保険システムの改修を行うものとなります。 

 （４）施行期日ですが、令和６年１月１日となります。 

 ８ページをお願いいたします。 

 続きまして、２、特例対象被保険者等に対する国民健康保険料の軽減について、（１）の条

例改正の趣旨ですが、特例対象被保険者等、いわゆる非自発的失業者に係る国民健康保険料の

軽減に対する確認書類の取扱いの変更に伴い、千葉市国民健康保険条例の一部を改正するもの

です。 

 （２）条例改正の内容についてですが、非自発的失業者から国民健康保険料の軽減申請があ

った場合、現在は、ハローワークが発行する雇用保険受給資格者証を確認しておりますが、こ

れに加え、新たに雇用保険受給資格通知も交付されるようになったため、この通知でも確認で

きるように追加するものです。 

 （３）施行期日ですが、公布の日となります。 

 ９ページから20ページは、新旧対照表となっております。 

 国民健康保険事業特別会計補正予算及び千葉市国民健康保険条例の一部改正についての説明

は以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） ありがとうございます。 

 それでは、御質疑等がありましたらお願いいたします。椛澤委員。 
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○委員（椛澤洋平君） では、一問一答でお願いいたします。 

 これ出産に当たって、被保険者１人当たり減免金額がどれぐらいなのかということと、市全

体の影響額というのがどれぐらいになるのかということ、また、いわゆるシステムというのは、

このマイナ保険証とああいうデータ連携をしていくような仕組みになっているのか、その辺に

ついてお聞かせいただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康保険課長。 

○健康保険課長 健康保険課でございます。 

 １人当たりの減免額については、推計で２万7,000円となっております。保険料収入への影

響額は、出産被保険者数を480人と推計しているため、おおよそ1,300万円で、このうち国費が

２分の１、県費が４分の１補塡されます。 

 マイナ保険証のデータ連携においては、保険料の軽減などの付加情報は含まれておりません。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 昨今、健康保険証の負担割合の相違があったらとか、いろんなこのシ

ステムの要するに連携が複雑化していて、それによって、また違う情報が行ったとか、そうな

っちゃうとまずいわけなので、ぜひその辺の体制をしっかり取っていただきたいというふうに

思いますし、今回、基本的に届出が必要になるんだろうということだと思うんですが、いわゆ

る出産予定日の把握というのが、なかなか把握しづらい情報なのかなという気がしています。

先ほど来、ちょっと議論してきた出産応援プランという伴走型の取り組みがありましたけれど

も、あの段階で例えば、じゃあ出産予定日が把握できていくということであれば、いわゆるこ

の申請が不要になるのかとか、そういう意味では、非常に連携が健康課だとか、さっきの所管

も含めて、しっかり連携したことが必要じゃないかなと思いますが、それについてどうかとい

う点と、その周知を、今回の減免額は本当に２万7,000円だということで非常に効果があると

思いますので、しっかり周知をしていただく取り組みについては、どういう形になっているの

かお聞かせていただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康保険課長。 

○健康保険課長 健康保険課でございます。 

 基本的には、委員のおっしゃるとおり届出が必要となりますが、届出がなくても出産予定日

等が把握できれば、職権で免除手続も進められることができます。このため、伴走型の支援の

連携等を考えていきたいとは思っておりまして、妊娠届出を受け付ける健康課との協議をしま

して、対象となる方に情報が行き届くようにしっかり進めていきたいと思っております。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） なかなか国民健康保険は難しくて、そこまで申請できませんと、出産

のもう慌ただしい中でございますので、できるだけその申請がない形で、しっかりとフォロー

アップしていただくというのが重要かなと思いますので、よろしくお願いします。 

 あともう一点は、今回は出産からという部分で減額されるのは非常にいいことだと思います。

やっぱり国保料は、非常に高いというのが市民の皆様からの引き続きの声になっていると。私

どもは、やはり未就学児までの均等割の減額というのは進んできたけれども、さらにこれやっ

ぱり子供の対象年齢というんですか、拡充をしていく。経済的負担、今、物価高騰で非常に厳

しいと、子育て世帯。１人当たりの人頭的に取られていくわけですから、それをしっかり軽減
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していくということが本来、我々市がしっかり取り組むべき課題じゃないかなと思うんですが、

それについていかがですかね。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康保険課長。 

○健康保険課長 健康保険課でございます。 

 子育て支援のための保険料の軽減については、確かに大事になりますが、自治体間の格差を

生じることはあまり望ましくないため、国主導による全国で統一した制度で運用することが望

ましいと考えますので、引き続き、国に対して軽減の拡充など、要望してまいりたいと思いま

す。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） これ、要は子供医療費の議論と同じで、結局国が一律でつくってくれ

とずっと要望してきたけれども、結局我が市も拡充をしてくるわけですよね。18歳までの子供

医療費の拡充だって、もう県内ほとんどやるという中で千葉市だけ遅れちゃう。そういう状況

になるとやっぱりいけないと思いますので、ぜひできればファーストペンギンになれるぐらい

の住民福祉の向上に向けて、頑張っていただきたいということを申し上げておきたいと思いま

す。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） まとめて、一括で結構です。 

 １点目なんですけれども、システム改修に伴う予算の補正ということなんですが、施行が令

和６年の１月１日からですよというお話です。こういったシステム改修、これから議会がここ

で採択されれば、これからシステム改修に入っていくと思うんですけれども、こういったシス

テム改修というのは、こういった短期間ですぐできるものなのかというものと、システム改修

されてからの対象者への取組みはどのように進められようとされているのかお聞かせいただけ

ますでしょうか。２点お願いします。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康保険課長。 

○健康保険課長 システム改修につきましては、まず、１段階といたしまして、１月施行を目

指して、減免を職員のオンラインに乗って処理できるようなシステム改修を行います。その後、

来年度の６月の当初賦課に向けては、バッチ処理で処理できるような形で、２段階でシステム

改修を短期間でできるように進めたいと思っております。 

 あと、２つ目の対象者に対しての手続につきましては、健康課の妊娠届のほか、市民総合窓

口課の出生届に対しても連携を図りまして、届出の漏れがないように進めたいと思っておりま

す。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございました。 

 こういう国民健康保険の事業に関わるものなので、条例の改正をしていきながら進めていか

なきゃいけないという部分は分かっておりますけれども、条例の取扱いというのは、非常に迅

速に進めていっていただきたいものもあれば、こうやって改定していきながら進めていかなき

ゃいけないということで、非常に悩ましいところもあるなとも思っておりますけれども、しっ

かりと間違いなく進めていただけることをお願いしておきたいと思います。 
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 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小坂さとみ君） では、ほかに御発言がなければ、逐一採決いたします。 

 お諮りいたします。まず、議案第90号・令和５年度千葉市国民健康保険事業特別会計保険補

正予算（第１号）についてを原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

［賛成者挙手］ 

○委員長（小坂さとみ君） 賛成全員、よって、議案第90号は原案のとおり可決されました。 

 続いて、お諮りいたします。議案第95号・千葉市国民健康保険条例の一部改正についてを原

案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

［賛成者挙手］ 

○委員長（小坂さとみ君） 賛成全員、よって、議案第95号は原案のとおり可決されました。 

 

議案第91号審査 

○委員長（小坂さとみ君） 次に、議案第91号、令和５年度千葉市介護保険事業特別会計補正

予算（第１号）についてを議題といたします。 

 当局の説明をお願いいたします。高齢障害部長。 

○高齢障害部長 高齢障害部でございます。失礼して、座って説明をさせていただきます。 

 資料の21ページをお願いいたします。 

 議案第91号・令和５年度千葉市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）についてでござい

ます。 

 初めに、１、補正理由ですが、令和４年度におきまして、国、千葉県及び社会保険診療報酬

支払基金から交付を受けました介護給付費負担金及び地域支援事業交付金を精算した結果、超

過交付が認められたため、令和４年度介護保険事業特別会計における繰越剰余金を財源といた

しまして、その返還を行うとともに、残った剰余金について、介護給付準備基金への積立てを

行うものでございます。 

 次に、２の補正予算額ですが、５億565万2,000円で、財源は全額繰越金です。内訳といたし

ましては、アの介護給付費負担金等返還金が３億2,878万5,000円、イの地域支援事業交付金等

返還金が１億4,711万9,000円でございます。残った剰余金2,974万8,000円につきましては、ウ

のとおり、介護給付準備基金積立金といたしまして、基金に積立てを行います。 

 なお、参考といたしまして、介護給付準備基金の残高見込みですが、本年８月末時点での残

高は31億8,388万6,000円で、今回の補正での積立て2,974万9,000円を加えた結果、32億1,363

万5,000円となります。 

 説明は以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） それでは、御質疑等がありましたらお願いいたします。野島委員。 

○委員（野島友介君） 一問一答でお願いいたします。 

 今、議案第91号で介護給付準備基金の残高見込みというのが32億円ということでございまし

たが、これまでの介護給付準備基金の残高の推移というのはどのようになっているか、お示し

ください。 
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○委員長（小坂さとみ君） 介護保険管理課長。 

○介護保険管理課長 介護保険管理課でございます。 

 現行の第８期介護保険事業計画の初年度である令和３年度以降の年度末時点の残高につきま

しては、令和３年度、50億7,558万8,000円、令和４年度、43億2,916万9,000円、令和５年度は、

先ほど御説明したとおりでございますが、32億1,363万5,000円になります。 

○委員長（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 徐々にこの資金が減っていっているということですけれども、今、物価高騰で市民生活が本

当に厳しい状況があるというところでございまして、この積立金を活用して、介護保険料がこ

れ以上引き上がらないように対応するということが必要と考えますが、その辺、お考えはどう

でしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 介護保険管理課長。 

○介護保険管理課長 介護保険管理課でございます。 

 今後の国における制度改正や報酬改定の動向を踏まえて、来年度から始まる次期計画期間に

おける介護サービスの見込み量に見合った介護保険料を設定してまいります。 

○委員長（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 この第８期計画のときには、この残高が約51億円ということで、そのときには約25億円取り

崩して介護保険料の軽減に回しておりました。なので、この第９期計画のときにも給付費等の

需要の増加がさらに見込まれますので、介護保険料の急激な上昇を今後も基金を活用して抑え

ていただきたいというふうに最後御意見を申して、終わります。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小坂さとみ君） では、ほかに御発言がなければ、採決いたします。 

 お諮りいたします。議案第91号・令和５年度千葉市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

についてを原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

［賛成者挙手］ 

○委員長（小坂さとみ君） 賛成全員、よって、議案第91号は原案のとおり可決されました。 

 

議案第96号審査 

○委員長（小坂さとみ君） 次に、議案第96号・千葉市衛生関係手数料条例及び千葉市旅館業

法施行条例の一部改正についてを議題といたします。 

 当局の説明をお願いいたします。医療衛生部長。 

○医療衛生部長 医療衛生部です。座って説明のほうをさせていただきます。 

 資料の23ページをお願いいたします。 

 議案第96号・千葉市衛生関係手数料条例及び千葉市旅館業法施行条例の一部改正についてで

す。 

 初めに、１、趣旨ですが、令和５年６月の旅館業法等の一部改正に伴い、当該条例の一部に
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ついて所要の改正を行うものです。 

 次に、２、主な内容ですが、まず、（１）の千葉市旅館業法施行条例関連としましては、法

改正に伴い、旅館業法に基づく営業許可について、相続、法人の合併または分割の場合と同様

に、事業を譲り受けた者が新たに許可を得ることなく、営業者の地位を承継できる旨の条文が

つい追加されたことなどから、所要の改正を行うものです。 

 また、（２）千葉市衛生関係手数料条例関連といたしましては、法改正に伴い、事業譲渡に

よる営業者の地位の承継に係る申請手数料を、相続、法人の合併及び分割による営業者の地位

承継に係る手数料と同額の7,700円にした上で、既存の料金区分に含めるため、所要の改正を

行うものです。 

 ３、施行期日ですが、改正法の施行日、本年６月14日から起算して６か月を超えない範囲に

おいて政令で定める日といたします。 

 最後に、４、参考には、令和５年３月末現在における市内の施設数を記載しております。 

 また、24ページ以降は、新旧対照表となっておりますので、後ほど御覧ください。 

 説明は以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） それでは、御質疑等がありましたらお願いいたします。野島委員。 

○委員（野島友介君） １問だけお願いいたします。 

 この旅館業法施行条例の一部改正ということで、盛田議員の議案質疑のほうで、メリットと

して、構造設備配置、立面図などの書類が省略可能になるということでしたけれども、今まで

は、新しい届出をしたときには立入検査などもあったかと思うんですけれども、それがなくな

ってしまうのかということと、あと、そのことにより違法営業とかそのようなものにつながっ

たりはしないかとか、そういうようなことをちょっとお聞かせください。 

○委員長（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 今回の法改正に伴いまして、その附則に、都道府県知事等は、当分の間、事業譲渡により営

業者の地位を承継した者の業務状況について、承継から６か月以内に少なくとも１回は調査し

なければいけないということが規定されておりますことから、営業の質、それから、利用者サ

ービスの低下等については、防げるのではないかと考えております。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 今、本当に後継者がいないことで廃業を選択するという方が本当に多いということで、今回

の改正で、少しでもこの承継がスムーズに行えるということで、廃業を選択しない経営者とい

うのが増えることを期待しております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小坂さとみ君） では、ほかに御発言がなければ、採決いたします。 

 お諮りいたします。議案第96号・千葉市衛生関係手数料条例及び千葉市旅館業法施行条例の

一部改正についてを原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 
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［賛成者挙手］ 

○委員長（小坂さとみ君） 賛成全員、よって、議案第96号は原案のとおり可決されました。 

 それでは、説明員の入替えを行います。御苦労さまでした。 

［保健福祉局退室、消防局入室］ 

 

議案第97号審査 

○委員長（小坂さとみ君） では、次に、議案第97号・千葉市火災予防条例の一部改正につい

てを議題といたします。 

 しおり２番、消防局の議案説明資料をお開きください。 

 よろしいでしょうか。 

 では、当局の説明をお願いいたします。予防部長。 

○予防部長 予防部長の田村でございます。よろしくお願いいたします。着座にて説明させて

いただきます。 

 議案第97号・千葉市火災予防条例の一部改正について御説明いたします。 

 議案書では11ページでございますが、説明資料の３ページをお願いいたします。 

 １の趣旨についてですが、電気自動車等を充電するための急速充電設備、蓄電池設備及び固

体燃料を用いた厨房設備の火災予防上の安全な距離等に関して、各市町村の火災予防条例の制

定基準である対象火気省令が国において改正されることから、この改正内容に合わせて、千葉

市火災予防条例の一部を改正するものです。 

 ２の主な改正内容は、４点ございます。説明資料の５ページをお願いいたします。 

 初めに、急速充電設備についてです。 

 カーボンニュートラルへの取り組みによる電気自動車のさらなる普及に伴い、今後、電気自

動車等を充電するための急速充電設備の高出力化が加速することが予想されております。現行

の規制では、全出力200キロワットを超える急速充電設備については、消防法令上、変電設備

として規制を受けており、近年、全出力200キロワットを超える急速充電設備の実用化が始ま

ったものの、電気自動車の運転者が自ら充電できない等の不都合が生じております。 

 このたび、消防庁の検討会において、全出力200キロワットを超えることによる新たな火災

危険性がないことが確認されたことから、全出力の上限を撤廃するとともに、用語の整理を行

い、火災予防上、必要な措置を定めるものです。 

 説明資料の６ページをお願いいたします。 

 次に、蓄電池設備についてです。 

 現行の基準制定時、昭和37年当時ですが、その当時においては、鉛蓄電池設備を想定し、一

定の電池容量である4,800アンペアアワーセル以上のものを規制の対象としておりましたが、

近年、ニッケル水素蓄電池やリチウムイオン蓄電池など、新たな種別の蓄電設備の普及が進ん

でいます。電気容量が同一であったとしても、電池種別により電圧が異なるため、今回の改正

により、電池種別の火災危険に応じた電力量であるキロワット時の単位で規制するものです。 

 次に、説明資料の７ページをお願いいたします。 

 喫煙所等の標識についてです。 

 総務省消防庁において喫煙に関する規定の見直しが行われ、火災予防条例（例）の一部改正
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がされたことを踏まえた改正となります。 

 まず、喫煙所の標識についてですが、現在、条例により、一定規模以上の百貨店等に対して

義務づけている喫煙所に設ける標識について、健康増進法に規定する喫煙専用室標識が設置さ

れている場合は、条例上の喫煙所の標識と重複して設置しなくてもよいこととするものです。 

 次に、標識の図記号についてですが、禁煙または火気厳禁と表示した標識と併せて設ける図

記号にあっては、国際標準化機構が定めた規格ＩＳＯ第7010または日本産業規格ＪＩＳ Ｚ

8210に適合、また、喫煙所と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては、ＩＳＯ7001、ま

たはＪＩＳ Ｚ8210に適合するものとしなければならないとするものです。 

 続きまして、説明資料の８ページをお願いいたします。 

 炭火焼き器等の固体燃料を用いた厨房設備についてです。 

 厨房設備などの対象火気設備等と建築物等との間に保たなければならない火災予防上安全な

距離、以下、離隔距離といいますが、離隔距離の基準は、条例の別表に定められています。 

 現行の規制においては、まきや木炭など、燃焼性状が一定でない固体燃料は、その他分類と

して最大値の離隔距離を確保する必要があり、設置を断念するなどの不都合があったと聞いて

おります。 

 このたび、炭火焼き器等の固体燃料を用いる厨房設備に必要な離隔距離が消防庁より示され

たことから、別法の厨房設備の欄に、炭火焼き器等の固体燃料を用いる厨房設備と建築物等と

の間の離隔距離を新たに追加するものです。 

 資料の４ページにお戻りください。 

 最後に、３の施行期日は、喫煙等の標識が公布の日、急速充電設備が令和５年10月１日、そ

の他の改正については、令和６年１月１日とします。 

 この改正における新旧対照表は、説明資料９ページから13ページとなります。 

 議案第97号・千葉市火災予防条例の一部改正についての説明は、以上となります。 

○委員長（小坂さとみ君） それでは、御質疑等がありましたらお願いいたします。野島委員。 

○委員（野島友介君） 一問一答でお願いいたします。 

 まず、１点目ですけれども、この急速充電設備についてですけれども、上限を50キロワット

から200キロワットにアップするというようなことですけれども、新たに基準とされるもので

ほかに何かあるかということと、一般的に住民も含めて必要があると思われるような基準とい

うものがあるかということをお聞かせください。 

○委員長（小坂さとみ君） 予防部長。 

○予防部長 まず、御質問の上限を50キロワットから200キロワットにアップするという御質

問なんですが、前回の火災予防条例の改正が令和３年４月１日施行でございまして、その時点

で改正において規制の上限を50キロワットから200キロワットに引き上げたところでございま

す。今回の改正は、さらに現行の200キロワットの上限を撤廃して、全ての急速充電設備を規

制対象とするよう改正されたものです。 

 なお、上限の撤廃のほか、用語の整理を行うものであり、新たな基準を追加するものではご

ざいません。また、一般家庭に主に設置されている、いわゆる普通充電設備にあっては、規制

の対象となっておりません。 

 以上でございます。 
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○委員長（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 じゃあ、次に、今まで充電器使用での火災事故などの事案があるかということをちょっとお

聞かせください。 

○委員長（小坂さとみ君） 予防部長。 

○予防部長 火災統計が確認できる平成22年から令和４年の過去13年間において、市内におい

て急速充電設備に関する火災はありません。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 じゃあ、あと、この200キロワットを超える充電設備というものが、これ今現在どの程度千

葉市にあるのか。あと、市内に無料で充電できるような設備というものがあるのかということ

をお聞かせください。 

○委員長（小坂さとみ君） 予防部長。 

○予防部長 まず、200キロワットを超える充電設備が市内に現在どの程度あるかについてで

すが、８月１日現在で、稲毛区に１か所設置されております。また、市内に無料で充電できる

設備があるのかという御質問ですが、８月１日現在で、市の調査においては、新港のクリーン

エネルギーセンターと北清掃工場の２か所、あと、千葉県庁に１か所の官公庁で計３か所の無

料急速充電設備を確認しております。その他無料の民間充電設備の状況については、正確な設

置数は把握しておりません。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。今後、国内で販売する新車というのは、2030

年代にガソリン車をなくして、全て電気自動車というようなことを経産省が言っているわけで

すけれども、ちょっとこれに対して、やはりこの急速充電設備というのがもっともっと必要に

なってくると思いますので、この千葉市におきましても、公共施設等に急速充電設備を増やし

ていくということが、今後検討が必要かなというふうに思います。 

 次です。今後、市民がこれまで使えなかった200キロワットの充電器というのが使えるよう

になるというふうに思うんですけれども、これに対して、危険というか、そういうものがない

かというようなことのちょっとお考えをお示しください。 

○委員長（小坂さとみ君） 予防部長。 

○予防部長 市民がこれまで使えなかった充電設備を使うことによって危険がないのかという

御質問ですが、消防庁の検討会において、急速充電設備の出力の上限を撤廃した場合において

も、現行の防火安全対策により安全性が担保できると考えられ、200キロワットを超えること

による新たな火災危険性はないことが確認されております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。これからも使用する市民に危険の及ばないよ

うな、安全な使用方法というものの周知をお願いいたします。 
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 次に、この火災予防上、安全な距離の炭火焼き器についてですけれども、今までの基準で設

置できないというような現場の意見とか、店舗からの相談件数とかというものがあったらお示

しください。 

○委員長（小坂さとみ君） 予防部長。 

○予防部長 御質問において、消防庁の検討会において、過大な離隔距離を設けなくてはなら

ないことにより、炭火焼き器等を設置したい事業者にとって、これらの設備設置を阻害する可

能性があるとの指摘がなされているところでございます。市内において設置できないといった

具体的な相談は、確認されておりません。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 続いて、今まで業務用の炭火焼き器というもので、この火災という事例はあったのかという

ことをちょっとお聞かせください。 

○委員長（小坂さとみ君） 予防部長。 

○予防部長 火災統計が確認できる平成22年から過去13年間において、厨房に設定された炭焼

き器に関する火災は、１件確認されております。こちらの火災は、清掃不良により、換気設備

から炭焼き器に油が落下して延焼したものであり、炭焼き器本体から出火したものではござい

ません。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 今回、離隔距離が過剰で今まであったということで、今回、見直しに合わせて実体に即した

離隔距離を規定できたのではないかというふうに思います。今後、この業務用炭焼き器の普及

が想定されますけれども、これまで以上に安全な設備が普及していくことを期待しております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） 一括でお願いします。 

 １つ目なんですけれども、急速充電器の法改正、設備の設置の仕方のあり方についてなんで

すが、全出力後が200キロワットを超える急速充電設備がこれから多くどんどん見込まれて、

今まではユーザー御自身が自分で充電、法律上できないという縛りも発生し得る状況だったと

いうことなんですが、実際に今後見込まれるリスクとして、ユーザーが充電される際、今、国

内で多く普及している自動車、電気自動車などに搭載の蓄電池の性能や規格が、今後見込まれ

るこの200キロワットを超える充電設備に適合、不適合が出てくることがあり得ることで発生

する、例えばなんですが、事故、火災のリスクというのは、どのようにお考えでしょうかとい

うのが１点と、もう一つは、先ほどの固体燃料に関わる一部改正について、こちらは、そもそ

もどのような流れから発生した条例の案でしょうかというのをお聞かせください。 

 また、飲食業界の皆様における出店のしやすさであったり、運営のしやすさという点では、

この規制の緩和は利点が大きいと思いますが、それ以外に見込まれるメリットというのは、ど

のようなものがあるかお聞かせください。 
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○委員長（小坂さとみ君） 予防部長。 

○予防部長 まず、急速充電設備の蓄電池の規格による適合、不適合の御質問なんですが、メ

ーカーのコネクター、コネクターというのは、説明資料の５ページに急速充電設備の例がござ

いまして、赤い車につけているこの先の部分なんですが、メーカーのコネクターの形式の違い

によって、充電できる、できないはございますが、急速充電設備の出力が上がっても、車両の

蓄電池性能、規格により適合しないなどの問題はございません。 

 以上です。 

 続きまして、固体燃料の関係の御質問ですが、炭火焼き器の設置に当たっては、可燃物との

離隔距離が、火災危険と比較して過大であるとの意見があったことから、消防庁において検討

がなされ、燃焼実験により、離隔距離が緩和できることが確認されたことから、条例の一部を

改正するに至ったということでございます。 

 それと、３点目の規制緩和以外の利点があるかという御質問なんですが、厨房設備を設置す

る飲食業界における規制緩和以外の利点については、現在、把握していないということでござ

います。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） 理解いたしました。ありがとうございます。 

 一つだけ、追加で質問させてください。先ほどの急速充電に関わることなんですけれども、

これは200キロワットを超える急速充電設備が普及するようになったといって、例えばなんで

すが、充電時のチャージのピッチが急速に変わるというものではないという理解でよろしいで

しょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 予防部長。 

○予防部長 この現状、急速充電設備の出力は、10ワットから150キロワットとなっておりま

す。これが200キロワットクラスになりますと、やはりそれだけの出力があるということは、

充電時間そのものが短くなるということが期待されます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） ありがとうございます。ということは、そのピッチが変わる、より効

率がよくなることが何らかのリスクを引き起こすという可能性は、今のところ、考え得る限り

はないとの認識でよろしいでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 予防部長。 

○予防部長 200キロワットの急速充電設備に関する火災危険性というのは、今までの200キロ

未満のものに対しても、火災危険性というのはないということが確認されております。200キ

ロを超えたとしても、その火災危険性はアップするというか、危険性が広がるということはな

いというふうに認識しております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） ありがとうございます。 

 以上です。 
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○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小坂さとみ君） では、ほかに御発言がなければ、採決いたします。 

 お諮りいたします。議案第97号・千葉市火災予防条例の一部改正についてを原案のとおり可

決することに賛成の方の挙手を求めます。 

［賛成者挙手］ 

○委員長（小坂さとみ君） 賛成全員、よって、議案第97号は原案のとおり可決されました。 

 それでは、説明員の入替えを行います。御苦労さまでした。 

 各委員の皆様に確認いたします。この後の審査の進め方について、確認いたします。 

 間もなく正午となりますが、この後、発議１件、請願１件、所管事務調査１件の審査が残っ

ておりますが、ここで休憩をとりたいと思いますが、よろしいでしょうか。引き続きはないで

すね。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小坂さとみ君） では、再開は13時でよろしいでしょうか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小坂さとみ君） じゃあ、再開は午後１時ということで、よろしくお願いいたしま

す。御苦労さまでした。 

 

午前11時51分休憩 

 

午後０時57分開議 

 

○委員長（小坂さとみ君） では、休憩前に引き続き委員会を開きます。いいですか。 

 

発議第６号審査 

○委員長（小坂さとみ君） では、次に、発議第６号・千葉市ケアラー支援条例の制定につい

てを議題といたします。 

 審査の方法でございますが、まず、提出者であります椛澤委員から提案理由を聴取した後、

各委員から提出者に御質疑をお願いいたします。 

 なお、質疑に際し、必要により当局に補足説明を求めたい場合には、その旨、述べていただ

きますようお願いいたします。また、提出者におかれましては、答弁は簡潔にお願いするとと

もに、御意見がある場合は、ほかの委員の質疑終了後にお願いいたします。 

 それでは、椛澤委員から説明をお願いいたします。椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） それでは、よろしくお願いをいたします。 

 発議第６号・千葉市ケアラー支援条例について説明をさせていただきたいと思います。 

 御承知のとおり、ケアラーというのは、高齢者の老老介護をはじめ、どういう年代を含めて

も、高齢、障害、疾病等で援助を必要とする、家族を無償で介護、看護、お世話を行っている

方ということで定義をされておりまして、とりわけ今、社会問題化していますのが18歳未満の

ケアラーであるヤングケアラーということでございます。 
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 私ども今回、この条例をつくる中身というか、具体的な部分といたしましては、まずはこの

基本理念、しっかりと定めていきたいと。そこには、市の責務、市民、そして、事業者、関係

機関、そして、学校、この役割を明らかにして、ケアラーの支援に関する総合的かつ計画的な

施策推進を展開していくということで、制定をしたいというふうに考えております。 

 御承知のとおり、本市が３月にヤングケアラーの実態調査をしまして、自分が世話をしてい

る家族がいるという回答で、小学生が７％、中学２年生で６％、クラスに約１人、２人ですね、

そういういわゆるヤングケアラーと言われるような子供が本市でもいらっしゃると。もう一つ

は、ケアラーという介護しているよということに対する認知度が非常に低いと。これも調査結

果で、中高生全体で聞いたことがないという方が48％、２人に１人が、自分がそもそもケアラ

ーだということを認知していないという深刻な状況があるということが浮き彫りになりました。 

 これを踏まえまして、我々としては、ケアラーに関する市民の認知度を向上させる。この認

知度を向上させるという点では、やはり条例という形で市民の皆様に訴えていくということが

非常に重要かなと思っています。 

 そして、相談支援体制では、ＬＩＮＥですとか、子供さんが相談しやすいような体制をつく

ったりだとか、あと、実際にヘルパーを派遣したりだとか、学校での学習支援を行ったりだと

か、この条例を制定することで、ぜひ施策を推進していく必要があるんだろうというふうに考

えております。 

 とにもかくにも、社会で孤立をしている、そういう方々を本当になくしていきたい。私、

2021年の保健福祉局で障害者の福祉大会というのがありまして、あのときに、要するに小学生

がおじいさんの世話をしているというあのエピソードを発信されまして、非常に私はあれ心に

打たれまして、やっぱり市として取り組まなきゃいけないという心を新たにしたところでござ

います。ぜひ先輩議員、同僚議員の皆様方に、この条例にぜひ御賛同いただいて、苦しんでい

らっしゃる方を少しでも軽減できるように、一緒に力を合わせていけたらなと、そんなふうに

考えておりますので、どうかよろしくお願い申し上げます。 

○委員長（小坂さとみ君） それでは、御質疑等がありましたらお願いいたします。渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） 提案理由の説明、ありがとうございます。 

 こちらを新たな条例制定するに当たって、そういった市に対しての費用負担等、何か求める

ような内容でございますでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員、お願いします。 

○委員（椛澤洋平君） ごめんなさい。質問の趣旨としては、市が財政措置をしてやると。条

例自体は御覧になっていただいたとおり、理念だとか責務を明確にしてやっていく方向性を書

かせていただいていまして、具体的な今、施策展開につきましては、今申し上げた相談支援体

制の整備だとかヘルパー券、こういった部分は当然市の財政措置として、今後施策展開をして

いく必要があるんだろうということであります。 

 取りあえず条例制定においては、当然その条例を制定というすること自体には、当然財政措

置がかかるものではございませんけれども、今後政策を展開していく具体なところでは、市の

財政措置がかかってくるという認識になろうかと思います。よろしくお願いします。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 
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 では、この条例制定の趣旨としては、ヤングケアラーという存在の認知度を向上させるとい

うのが、大きな目標ということになりますかね。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） ありがとうございます。 

 おっしゃるとおりでございまして、先ほど申し上げたとおり、子供さんたちの認知度も低い

という中で、まずは条例を制定し、市民の皆様にこういう条例を千葉市でつくったと。それに

伴って、私ももしかしたらケアラーなのかなと、そういう感覚を持ってもらうというのがまず

一つかなと我々は思っていまして、そういう意味では、今おっしゃっていただいたとおり、そ

の認知度向上に向けては、やはり条例というのが大きな力になるんじゃないかなというふうに

思っているところであります。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） 分かりました。御説明ありがとうございます。 

○委員長（小坂さとみ君） では、ほかに御質疑等ありますか。伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。 

 では、ケアラー支援について、当然これ大事なことだというふうに我々会派としても当然認

識をしており、これまで国を通じてこういった支援の体制のあり方についても、我々としても

進めていくべきだというふうには考えてはおります。 

 一方で、先ほど椛澤委員のほうからも認知度向上というお話がございました。認知度向上の

ために条例をつくっていく必要があるんじゃないかというお話だったんですけれども、ちょっ

と１点、椛澤委員にちょっとお聞きせいただきたいのは、現在、千葉市が取り組んでいる内容

では、認知度の向上が図られないというふうに御認識なのかと、あと、併せて当局のほうに伺

いますけれども、この条例案の趣旨というか、内容に沿った取り組みというものが皆様方から

して、どういったものが対応しているのか、状況等も含めて簡潔にお聞かせいただければあり

がたいなというふうに思います。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） では、椛澤委員、お願いします。 

○委員（椛澤洋平君） 御質問ありがとうございます。 

 御指摘のとおりなんですが、とにかく認知度を向上させるという面では、もちろんいろいろ

な各所管で頑張ってやっていただいているのは私も重々承知をしていますし、それなりの窓口

もつくって、御相談があれば対処する機関も少しずつ整いつつあるという気もしております。 

 ただ、伊藤委員おっしゃったとおり、これ市民の皆さん全体にという部分のアプローチで考

えたときに、私どもはやっぱり市が条例をつくるとなると、当然これメディアが報道しますね。

いろんなことで伝わる機会が、一層この市政だよりを含めて展開しやすくなってくるんです。

それが今と圧倒的に違う認知の部分。これは当然いろんなメディアで取り上げますし、いろん

なことでこれまた発信する機会が強力に主として、責務として書かれるわけですから、それに

ついては、どんどんもっと施策展開ができると。だから、相乗的に市民の皆様の認知、ここで

また訴えているのが、今日は教育委員会も来ていますけれども、学校現場での取り組みがまだ

まだ不十分だということだと思うんです。 

 だから、私今回、この学校現場でのケアラーの早期発見というのをちょっと条文に盛り込ま
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させていただいたんですけれども、やっぱりここはおっしゃるとおり、これいろんな所管がこ

ども未来局、保健福祉局、教育委員会と来ていまして、それがやっぱり連携して力を合わせて

いくためにも、この条例という部分の一つの柱があれば、より認知を向上させていける取り組

みを進めていけるというふうに考えておりますので、御理解いただけたらというふうに思いま

す。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長 高齢福祉課でございます。 

 ケアラー支援に対する今までの取り組みの状況についてということでございますけれども、

この条例の中でも市が講ずべきポイントということで、幾つか挙げられておりますけれども、

ただいま委員からもお話しございました市民一般への周知活動という点で申し上げますと、さ

きの市政だより８月号で、見開き２ページのかなり大きな記事ですけれども、特集記事にケア

ラー支援に関する記事を載せました。 

 その趣旨としては、市民一人一人が家族介護について考えるきっかけになるようにというも

のですが、家族介護の実態ですとか、各種相談機関、家族介護者の過重負担に気づいた身近な

方に、本人に対してアドバイスしていただきたいことなどをまとめて周知いたしました。 

 また、児童生徒向けには、相談窓口などを記載した資料を直接学校を通じて配布するなど、

当事者及び市民一般向けの周知啓発に努めているところでございます。 

 また、条例の中で一番最初に書かれています第９条ですと、各号に様々な取り組みを掲げて

おりますけれども、一番最初にある相談支援体制の整備等がございますが、これにつきまして

も、高齢障害者の在宅生活一般に関する相談に関しては、既存のあんしんケアセンター、障害

者基幹相談支援センターなどの充実に努めているところでございまして、また、認知症に関し

ては、認知症相談コールセンターでありますとか、家族介護者からの様々な不安に関する助言

とか、介護技術の提供という点では、家族介護者支援センターなどを運営しております。また、

10月からは福祉全般に関する相談ということで、福祉まるごとサポートセンターを開設いたし

ますという点でも、相談支援体制の充実に努めているところでございます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。椛澤委員、ありがとうございました。また、

所管につきましても、ありがとうございます。 

 細かいことを話しし始めると、時間が幾らあっても足りませんので、まず、我々としての考

え方について意見を述べさせていただいて、また、賛否のほうを申し上げたいというふうに思

います。 

 先ほど来から御説明があった認知の向上ということで、認知度の向上がなかなか図られてい

ませんよというお話もございました。ただ一方で、必ずしもそれが条例じゃなくては、認知度

が向上しないとも言え切れないというふうに思っております。ただ、このケアラー支援という

のがやはり大事なことというのは、先ほども申し上げたとおり、我々も十分理解するところで

あり、また一方で、千葉市としての取り組みも様々今、実態として取り組まれています。 

 ただ、その内容が全てにおいて満足いくものなのかどうなのかというのは、また違う話であ
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って、しっかりと要はそのとき、そのときの状況を受け止めて、即時に対応していくというこ

とが大事になってくるというふうに思っています。 

 そういったことを考えますと、やはりこれからまた新たな事業も行いますし、しっかり熟慮

を重ねていきながら、このケアラー支援ということをまず取り組んでいくことが大事だという

ふうに思いますので、条例をつくりたいという思いは理解するものの、例えば、要綱、要領等

で取り扱うことによって、先ほど申し上げた早急な対応に図りやすい、対策も図っていけるん

じゃないかというふうに考えておりますので、願意には賛成しかねるということでお伝えさせ

ていただきます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） そしたら、私のほうからは、質問というよりも、会派のほうで議論し

た意見等を伝えさせていただきたいと思います。 

 まず、伊藤委員のほうからもおっしゃっていたように、当然椛澤委員の説明の中でも、ケア

ラー支援に関しては、もう非常に重要な案件であるということに関しては、認識しております。

我が会派としても、当然ヤングケアラーという言葉自体も含めて、行政側にしっかりとそうい

う対応をしていかなければ、いろいろなものが失われている子供たちもいますし、そういう意

味では、ケアラーということで年齢を問わず、そういう形でいろいろな御苦労されている人た

ちに、行政としてどういう支援をしていくかということは、過去からも、議場でも、議会でも、

常任委員会でも議論されてきたと認識しております。 

 まず、１点は、先ほどから認知であるとか、条例をつくることによってどういう効果がある

かというところが一番重要になってくるなというところの中で、条例の中に書いてある市が講

ずべきものというものに関しては、実際には、ある程度千葉市のほうも対応してきている状況

だと。ただ、本当に伊藤委員のほうからも言っていたように、これが満足で、これで本当に大

丈夫かという状況かというと、それではないと。フェーズとしては、そういう市がやれること

というのをどういうふうに施策を拡充していって、機能を強化していくかというところが求め

られていることであって、ケアラー支援に関しては、もっともっといろんな意味で拡充を求め

ていかなければならないというのが、議員、議会全体でもそういうような認識であるというこ

とは、私自体だけじゃなく、多くの皆さんが感じているところであると思います。 

 ただ、今回のこの条例の内容等を見て、制定をすることによって、じゃあ、千葉市のほうが

変わっていくかというところを考えると、そこまで条例を制定したからといって、大きく変わ

ることというのはないだろうと。ましてや、ケアラー支援に関しては、もう市としてしっかり

と扱っていかなきゃいけないというのが執行部側の認識でもありますし、それをどう強化して

いくかというところを議論していくことが重要であるというふうに考えますので、この条例制

定に関しては、会派として賛意を表しかねるというところになりますので、御理解いただけれ

ばと思います。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） 伊藤委員、また、川合委員からもありましたとおり、このケアラー支

援について、とても大切なことであるので、言いたいことは分かるというか、しっかりと対策



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－38－ 

していかなければいけないということは思っております。また、昨年の教育未来委員会でも、

年間調査テーマということで出ていたということもありますし、川合委員、伊藤委員からもあ

りましたが、認知度だけで行うのに条例を制定するのはというのも、何かちょっと考え方が違

うのかなというのもあります。 

 また、厚生労働省のほうから、2022年から2024年ということで、ヤングケアラーの認知度向

上ということで集中取り組み週間というのがあって、テレビでもいろいろと流しているんです

ね。宣伝というか、コマーシャルで。その点を含めても、まだまだ認知度が低いということで、

千葉市のほうも本年度の千葉市の基本計画のほうでも入れてらっしゃるということで、健康福

祉のほう、また、子供教育のほうでも入っていますし、第一次実施計画のほうでもしっかりと

位置づけとして入れてあるということで、市としても、最重要科目ということを認識して、対

応、対策を取っていくということだと思うんです。 

 この条例につきましては、埼玉県の焼き直しみたいに見えるんですけれども、であれば、も

うちょっと状況、埼玉県でどういう状況かというか、今後の様子を見て、千葉市独自でまたつ

くり直すということを含めて、もうちょっと考え直していったらいいかなということで、今回

の条例は賛同しかねるということでございます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。野島委員。 

○委員（野島友介君） 私のほうからは当局に対しての姿勢という感じで、今様々認知度の話

とかが出ましたけれども、私自身、８月に椛澤委員と一緒に昨年、そのケアラー支援条例が制

定されましたさいたま市のほうに視察に伺いまして、周知のためにやはりいろいろやっている

ということで、ケアラーというものがどういうものかというものを分かりやすく、動画を作っ

て作成していたりとか、あとはインターネット上に広告を出して、より市民に広く周知させる

というような努力がされておりました。 

 あと、もう一つ感じたのは、やはり認知度と一緒に早期発見ですね、こちらのほうが本当に

重要だなというふうに感じまして、先ほどお話ししたようなさいたま市のほうでは、ＬＩＮＥ

で相談窓口をつくって、子供たちが本当に相談しやすい環境がつくられていたりとか、あと、

新たに設置されました子ども家庭総合支援拠点というものがありまして、その職員が一緒に、

スクールソーシャルワーカーと一緒に家庭訪問を行ったりとか、こういうようなことを行って、

本当に早期発見につなげているというような状況でございました。やはり千葉市でもこういう

支援が本当に必要ではないかというふうに考えるんですけれども、この点について、どうかな

というようなお考えをちょっとお聞かせいただければと思います。 

○委員長（小坂さとみ君） こども家庭支援課長。 

○こども家庭支援課長 こども家庭支援課でございます。 

 おっしゃったように、周知というのがとても重要だと認識しておりまして、まず、本人に対

するアプローチとして、今年度は学校の児童生徒に対しての小中高別の年齢に応じたパンフレ

ットの配布といったものを計画しているところでございます。また、ホームページにおいても、

ヤングケアラーに関する動画が様々出ているのは認識しているところでございまして、厚労省

もかなり分かりやすい動画を作成しているところでございます。そういったところにリンクし

やすく、こちらのホームページにもリンクできるように、そういった紹介をしているところで
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ございます。 

 また、おっしゃるように、本人だけでなくて、周りの方に対するアプローチというのが非常

に必要だと考えておりますので、そういったヤングケアラーの支援関係者に対する研修、ヤン

グケアラーとはどういったものなのか、ヤングケアラーに対してどういった支援ができるもの

か、そういったところを令和４年度から研修を実施しておりまして、今年度も引き続き実施す

る予定となっております。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございました。 

 やはりヤングケアラーがいるということは、もうこれは紛れもない事実だなということを思

いました。やはりこれケアラー支援について、私は制度化すべきかなというふうに思います。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） その他、御質疑等ございますか。渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） 賛否について発言していなかったので、ちょっと追加で発言させてい

ただきます。 

 こちらの千葉市ヤングケアラー条例に関しまして、会派でも様々な意見が出まして、やはり

既に当局が取り組んでいることということで、新たな条例制定の必要はないのではないかとい

う意見や、あるいは千葉市独自の条例、もうちょっとオリジナリティーのある要素を入れたほ

うがいいんじゃないかという意見も出たんですけれども、会派内においても、ヤングケアラー

当事者の議員がおりまして、やはりまだまだヤングケアラーについて認知度が低いということ

を指摘しておりまして、この条例について、特に新たな予算措置を求めるものではなく、理念

条例ということではないかという発言がありまして、会派内で話し合ったところ、これについ

て、この条例制定について特に会派として反対する理由はないのではないかという意見があり

まして、これについて、会派としては賛成というような結論が出ました。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） ありがとうございます。いろいろ御議論を頂戴いたしまして、また、

維新の会さんが御賛同いただけるということで、ありがとうございます。 

 最後に申し上げたいのが、先ほどちょっと議論の中でありました埼玉県の焼き直しじゃない

かなんて話がありましたが、一応今回、私どもちょっとこれを誤解されているとあれなので、

さいたま市と入間市の条例をちょっといろいろ調査をさせていただいた上で、ちょっとつくら

せていただいています。 

 ちょっと新たに付け加えた部分としては、ケアラーの早期発見に努めると。先ほど野島委員

が言ったとおりなんですけれども、やっぱりそこが、先ほど来申し上げている認知度の向上と

早期発見に努めるというのがすごい大事なので、それをしっかり努めていきたいということと、

第９条を見ていただくと、相談支援体制だとか、人材を育成するための人材育成だとか、ある

いは実際の負担軽減のための一時的な介護の支援だとか、結構具体的な施策を条例に盛り込ん

でいるんですね。 

 ですから、ただ認知度だけ上げたいという話ではなくて、結構具体的な条文を入れ込んでい
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る千葉市独自のものでもあるということは、改めてちょっと御理解をいただいた上で、やっぱ

りそういうのを進めていこうというのが皆様の、結構それ自体をやっぱり反対するもんじゃな

いんだというのが多くの会派の皆さんの御意見だというふうに思いますので、ぜひそれ当局に

は受け止めていただいて、より施策展開、充実を図っていただきたいなということは強く申し

上げておきたいというふうに思います。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 米持委員。 

○委員（米持克彦君） いろいろと御意見をちょっとお聞きしたんですけれども、千葉市とし

ても、埼玉県とかさいたま市と遜色ない措置を講じていくということと、それともう一つは、

財政なんですね、問題は。第12条に必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとするという

のがありますから、これがやはり市当局が、さいたま市と遜色ない措置を講じていって、そう

いうことを主張している以上、やはり市側の財政上の措置というこの問題をある程度重く見な

がら検討しなければいけないんじゃないかということで、しばらく千葉市の措置を注視しなが

ら、そしてまた、今後の財政措置を考えるということも考えながら、もう少し検討すべきだと

いうことで、私はあえてまたここでこういう条例を制定するということは、現在のところ、必

要ないんじゃないかというふうに思っております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） その他、御質疑等ございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小坂さとみ君） では、ほかに御発言がなければ、採決いたします。 

 お諮りいたします。発議第６号・千葉市ケアラー支援条例の制定を原案のとおり可決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。 

［賛成者挙手］ 

○委員長（小坂さとみ君） 賛成少数、よって、発議第６号は否決されました。 

 それでは、説明員の入替えを行います。御苦労さまでした。 

［保健福祉局入替え］ 

 

請願第５号審査 

○委員長（小坂さとみ君） では、次に、請願第５号・補聴器購入費助成制度の復活と、聴力

検査の実施を求める請願を議題といたします。 

 委員の皆様は、しおり６番、参考説明資料をお開きください。 

 よろしいでしょうか。 

 当局の参考説明をお願いいたします。高齢障害部長。 

○高齢障害部長 高齢障害部でございます。 

 請願第５号・補聴器購入費助成制度の復活と、聴力検査の実施を求める請願について、参考

説明をさせていただきます。失礼して、座って説明をさせていただきます。 

 初めに、資料の１ページを御覧いただきたいと思います。 

 １、請願の内容でございますけれども、高齢化による加齢性難聴者が増加しており、難聴に

よるコミュニケーション能力の低下が認知症や鬱病の原因との指摘もあることから、高齢者向
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けの補聴器購入助成の復活を強く求める。また、加齢性難聴の早期発見のため、千葉市の健康

審査項目に聴力検査を導入してほしいというものでございます。 

 次に、２の本市が実施している補聴器に関する助成事業についてでございますが、まず、以

前実施していた助成事業について御説明をさせていただきます。 

 表の右側に記載しております。平成22年度をもって廃止をいたしました旧・日常生活用具給

付事業、補聴器を御覧ください。 

 対象者は65歳以上の高齢者、聴力要件は日常生活に支障があるもの、所得制限は所得税28万

以下の世帯、助成額は３万3,700円を上限とした額の２分の１などの事業内容としておりまし

た。 

 次に、現在実施している事業についてでございます。 

 表の中ほどの補装具費支給、補聴器を御覧ください。 

 この事業は、本市だけではなく、全国の自治体で実施をしている事業でございます。対象者

は、障害者手帳の交付を受けている者、聴力要件は70デシベル以上、参考までに、この70デシ

ベルは、両耳の聴力が40センチメートルの距離で発声された会話を理解し得ないレベルでござ

います。所得要件は、市民税所得割額が46万円未満の世帯、助成額は基準額の10分の９などと

なってございます。この基準額ですが、欄外に記載しておりますとおり、品目ごとに定められ

ております。 

 次に、表の左側を御覧ください。 

 軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成でございます。この事業は、本市の独自事業でござい

まして、対象者は市内に住所を有する18歳未満の者、聴力要件は30デシベル以上70デシベル未

満、所得要件は市民税所得割額が46万円未満の世帯、助成額は基準額の３分の２となっており

ます。 

 次に、先ほど御説明いたしました、３、旧・日常生活用具給付事業、補聴器の廃止理由でご

ざいますけれども、障害者手帳所持者向けの制度があること、また、他の指定都市で実施して

いる市はなかったことなどから、障害者向け制度に統合いたしまして、平成23年度から廃止を

しております。 

 次に、４、他市の状況、（１）指定都市ですが、新潟市と相模原市において、障害者手帳の

交付対象とならない難聴の方を対象とした助成事業を実施しております。助成額は、２万円な

いし２万5,000円を上限としておりまして、両市とも補聴器の使用が社会活動への参加等につ

ながるかどうかを検証するための調査を実施するに当たりまして、協力していただける方を対

象に助成をしており、いずれも試行的またはモデル事業として、時限的に実施をしております。 

 次に、（２）千葉県内ですが、全ての実施市町村を掲げておりませんけれども、船橋市、浦

安市、鎌ヶ谷市、３市の事業内容を記載してございます。この３市では、２万円から３万

5,000円を上限とする助成事業を実施しております。 

 次に、５、聴覚障害者・難聴者に対する支援についてですが、本市の取り組みをまとめてお

ります。 

 まず、１点目といたしまして、現在、障害者向け補装具費支給事業により、高齢者に限らず、

日常生活を営むのに支障がある方への支援を実施しており、さらに、千葉市独自に、心身の発

達に重要な時期である障害児支援として、軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業を実施し
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ております。 

 ２点目といたしましては、補装具費支給事業は、高齢者に限定した制度ではなく、若年の聴

覚障害者も対象に実施をしております。 

 ３点目といたしまして、補装具費支給事業及び軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業で

は、支給要件といたしまして、障害者手帳の基準と同様に客観的な指標、例えば、70デシベル

といった聴力レベルを指標に設定することで、真に必要な方への支援制度として実施をしてお

ります。 

 次に、６、国への要望等についてですが、軽度及び中等度の方に対する補聴器助成につきま

しては、他の指定都市及び東京都とともに、大都市会議を通じまして、国に制度創設を要望し

ているところでございます。 

 口頭にて補足させていただきますと、国が平成30年度から３か年計画で実施をしてきました、

聴覚障害の補正による認知機能低下の予防効果を検証するための研究、この研究結果を早期に

取りまとめるとともに、医学的エビデンスを踏まえた上で、認知症予防の効果が認められる場

合には、全国一律の公的補助制度を創設することを要望しているところでございます。 

 資料は、２ページをお願いいたします。 

 請願の２点目、聴力検査の実施についてでございます。 

 初めに、７、本市が実施している健康診査等における聴力検査についてですが、健康診査は、

生活習慣病予防を目的に実施をしておるため、聴力検査は実施してございません。 

 なお、本市は、独自に国民健康保険及び後期高齢者医療制度被保険者を対象に、人間ドック

費用助成を実施しておりますが、これには聴力検査が含まれております。この人間ドックは、

国民健康保険被保険者を対象とした特定健診、または後期高齢者医療制度被保険者を対象とし

た、健康診査と併せて実施する制度となっております。 

 次に、８、他市の状況、（１）指定都市ですが、実施している指定都市はございません。 

 最後に、（２）その他ですけれども、金沢市、東京都の千代田区、豊島区で実施をされてお

りますけれども、いずれも対象年齢を限定している、もしくは問診でのチェックを経た必要な

方のみに実施しているなど、全ての高齢者を対象に検査を行う制度とはなっておりません。健

康診査は、生活習慣病予防を目的としたものであることから、聴力検査を追加することは難し

いものと考えてございます。 

 参考説明は、以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） では、当局または紹介議員に対する御質疑等がありましたらお願

いいたします。椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 当局に今説明いただいた部分でちょっと確認をさせていただきたいと

いうふうに思います。 

 まず、今回、こういう請願が出されている中で、いわゆる補聴器が今、実勢価格で医療保険

的適用外で、大体幾らで購入できているか把握していますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長 高齢福祉課でございます。 

 補聴器の価格は、性能によって様々でありまして、数万円のものから10万を軽く超えるよう

なものまで、高額なものまであると聞いております。 
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 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） おっしゃっていただいたとおり、３万円とか安いものもあれば20万円

する、片耳だけでも20万円、両耳を買うなら40万円だという話ですよね。非常に高額でありま

す。 

 今回の請願に書かれている中で、いわゆる認知症の要因として言われる加齢性、要するに年

を取っていく上で難聴になっていく人というのを、主としてどれぐらい今後増えていく推計な

のか、あるいはそれに対する具体的な対策は。かつては、平成22年まではやっていたわけです

けれども、それをなくしちゃったわけですよね。そういう加齢性難聴者に対する対策について

はどう考えてらっしゃるのか、お聞かせいただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長 高齢福祉課です。 

 加齢性難聴は、加齢による聴力の低下のことを指すということになりますけれども、用語の

定義ですとか、聴力レベルなどの基準等はなくて、ただ、国立長寿医療研究センターによりま

すと、40デシベルを超える難聴者の割合は、70代男性で５人に１人、女性で10人に１人という

ふうにされております。 

 本市において、この人数について将来推計はどうなるか、その辺の推計は出しておりません

けれども、現在の取り組みとして、ＷＨＯの定義によりますと、81デシベル以上が重度難聴、

61から80デシベルが高度難聴などと区分されております。その中で、本市においては、障害者

手帳所持の基準であります70デシベル以上の方、市独自の事業として、30から70デシベルの難

聴児に対して購入費助成を行っているという状況でございます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 加齢性難聴というのは高齢者に対する施策だから、子供に対する施策

を言うというのは、全く論点をすり替えているわけですね。加齢性難聴者に対する施策につい

て、どういう対策をしているんですかということですから、子供は、それはいいんです。子供

なんですから。それをなくしちゃったわけですよね。今回、その請願の中で、いわゆるやっぱ

り認知症の要因になる。これは国も調査していく、あるいは医療的にもそういう論文が出てい

る中で、今後、本市の認知症者数、今後の推移はどういう見通しになっていますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長 高齢福祉課でございます。 

 認知症高齢者数ですけれども、要介護認定の主治医意見書による認知症日常生活度２以上の

高齢者と定義させていただいておりますが、その中では、令和２年度では２万3,586人おりま

した。 

 推計ですけれども、同様に自立度２以上の出現を乗ずる方法で算出いたしますと、令和５年、

2023年は２万7,681人、そして、団塊の世代の子供が65歳以上になります2040年、令和22年に

つきましては、３万6,620人になると見込んでおります。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 
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○委員（椛澤洋平君） 2040年は３万人を超えるということで、増えていく。やっぱり高齢者

の皆さんが言われているのは、聞こえづらくなって人と会うのをやめる。自治会の活動に参加

するのをやめると。でも、この補聴器が買えたら、そういうところにまた出ていけるんじゃな

いかと、こう言っているわけですね。だから、やっぱり支援が必要ないんじゃないかというの

が今回の請願の趣旨だと思っているんです。 

 ですから、私仮に今言った３万人が認知症になったら、じゃあ、市の介護の予算だとか認知

症施策の予算は、年間幾らかけています。それが１点と、あとは、今回の例えば亡くなった平

成22年の事業であれば、あの予算額は幾らですか。 

○委員長（小坂さとみ君） 高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長 高齢福祉課でございます。 

 認知症になった場合の市の介護負担についてですけれども、介護給付費の中で、認知症関連

の費用だけを切り出して算定するのが非常に難しいことから、ちょっと算定は難しいかと。数

字を申し上げることは、今できない状況です。 

 また、かつて行っていた事業の事業費についてでございますが、平成22年度の決算額で申し

上げますと、この補聴器以外の日常生活用具給付事業も含めますと、2,654万9,000円でした。

そして、この補聴器がこの事業から対象外となりました平成23年度の決算額で言いますと、

438万円となっております。ですので、推計になりますけれども、この差額であります2,000万

円ほどがこの事業費に相当していたものと考えられます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 私が申し上げたいのは、要するに介護切り出さないから、費用負担は

分かりませんという話なんですけれども、結局、例えば、2,000万を市が財政措置して、その

人たちが元気になって介護者にならないほうが、市だとかの財政措置にとってはいいんじゃな

いですかね。その辺、局長、いかがですか。 

○委員長（小坂さとみ君） 保健福祉局長。 

○保健福祉局長 おっしゃるとおり、いろいろな観点から検討する必要がある問題だとは思っ

ております。認知症の予算が幾らかというのは、なかなか難しいというのは、さっき説明もあ

りましたけれども、高齢者施策全体でどういうような対策を総合的に取っていくべきかという

中で考えることだと思っております。 

 確かに加齢性難聴の影響で、認知症になる方がいらっしゃるというような、今それがどの程

度オーソライズされた研究成果として客観的なデータなのか、その辺を明らかにした上で、税

金を使って施策を考える上では、そのあたりもはっきりさせていただきたいということで国に

も要望しておりますし、その動向を見ながら、市としても考えていきたいと思っております。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） ぜひ、今御答弁のあったとおりですけれども、やっぱり苦しんでいら

っしゃる方が市民としていらっしゃって、今回、済みません、この請願には署名がついていま

せんけれども、先日、市長宛てに多くの市民の皆さん、1,400筆の署名が市に提出されており

ます。だから、それだけ高齢者の皆さんは、やっぱり少ない年金で、物価高騰で苦しむ中で、

何とか支援してほしいという思いが高まっているのは、それはまた事実だというふうに思うん
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ですよね。そこはよくよく受け止めていただいて、しっかりと今後の施策展開を図っていただ

きたいですし、他の委員の皆様方にも、これやはり高齢者の皆さんの切実な願いということで、

ぜひ積極的に御賛同いただけないかなということを申し上げて、終わります。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。植草委員。 

○委員（植草 毅君） 平成22年までで予算が廃止されたということで、その分、差額として

は2,200万円ぐらいあったということをお聞きしたんですけれども、この2,200万円の中で、何

人ぐらいこれ申請があったんですかね。 

○委員長（小坂さとみ君） 高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長 高齢福祉課でございます。 

 平成22年度の補聴器に関する申請件数は、786件でございました。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） 了解しました。 

 700人以上の方たちから申請があったということで、需要的には必要なものでもあるのかな

と思いますが、これ事業廃止したということは、それなりの理由があったということをやっぱ

り認識しております。 

 今回、高齢者ばかりの聴力検査と補聴器とありますけれども、今、若年性の方たちにも非常

に多く今、難聴者が出ているということで、学習障害も起きているということをお聞きしてお

ります。ですので、一概にこれを全部復活ということではなく、今後の認知症との関係もあり

ますし、また、聴力障害全体として、難聴というか、聞こえづらさを認識した人たちに対する

助成ということを未来的に考えていただけるような対策を取っていただけたらなということを

要望いたしまして、この政策に対しては、賛同しかねると言わせていただきます。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） 当局のほうにちょっと確認をいたします。 

 先ほど来、高齢者のという話がございました。当然この補聴器の話というのは、我々もたく

さんいただいていて、やはりこれからの社会というのは、本当にこういった補装具というか、

いろんな課題を抱える人たちへのケアをどう進めていくのかということがやっぱり重要になっ

てくるなというのは、我々も強く感じているところです。 

 そこで、実際にこれ補聴器を補助されたのが今から12年、13年ぐらい前になると思うんです

が、ちなみに今現在の高齢者の数というのは、たしか25万人とかというふうに聞いたことがあ

るんですが、そこら辺、ちょっともう一度確認したいのと、あとは、これからの今からまたこ

の２年後の2025年に団塊の世代の皆さんが後期高齢者を迎えられるという、また大きな時代の

転換期が入ってきて、そして、我々団塊ジュニアも行く行くは近い将来、高齢者の仲間入りを

していくと。こういった高齢者の推移というのは、今後どういうふうに展開されていくという

か、推移が変わっていくのか、そのことについてちょっとまず教えていただいてもよろしいで

しょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長 高齢福祉課でございます。 

 高齢者数等の現状と、また、将来についてでございますが、現在ですと、今、委員から御指



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－46－ 

摘ございましたように約25万人、また、それを超える数字となっております。また、今後、団

塊の世代のまたそのジュニア世代が高齢化を迎えるということから、2040年の高齢化率になる

と33％というふうに上昇する見通しとなっております。 

 先ほど申し上げました認知症の高齢者につきましても、今の２万3,000人台から３万5,000人

を超える規模に増加してくるというふうに考えられているところでございまして、認知症施策

を含めまして、高齢者の様々な生活支援、その他の認知症重度化防止、介護予防の事業につき

ましては、限られた予算の中で、効果的な事業展開を進める必要があると考えているところで

ございます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。 

 非常にこれは補聴器の話だけじゃなくて、これからの社会というのは、生産人口がやっぱり

ますます減少していくということと、あとは、市税収入がどう変化してくるのかというその辺

の兼ね合いもあると思っています。そして、高齢者はこれからますます増えていく中で、当局

としても、健康寿命を増進させていこうという取り組みをされていることも承知しております。 

 ただ、我々としても、こういった補聴器等の助成をしていくことについて、これからしっか

りまた議論をしていかなきゃいけないというふうに考えている一方で、実際に今、先ほどから

お話がありました。また、以前も同じような内容のものが挙げられていて、当局からお話があ

ったかと思いますが、国のほうでも今３か年で研究をされていて、認知症と聴力の関係性とい

うことで、調査をまとめて進められているという話もありました。 

 やはりちょっと話があちらこちら行っちゃって大変恐縮なんですけれども、今後のこの高齢

者の推移と生産人口の減少と、そして、財源となるやっぱり市税というのがどう関係してくる

のかというところも、これからしっかり見定めていかなきゃいけないし、ということは、福祉

に関わる費用というのがこれから、これは聴力以外のところでも、これから福祉に関わる費用

というものがどんどん増えてくるということは想像できるわけであって、やはり役所のほうか

らも話があった、全国的なこの施策展開をしていくべきなんだという思いも分かるところで、

やはりまずは、国のこの研究成果をしっかりと、まず国のほうで発信してもらって、国の方針

を決めていく中で、当局もおっしゃっていたエビデンスにのっとった施策を展開していくとい

うことは、大事なことだというふうに私どもは考えております。 

 そういった意味で、願意については一定の理解はするものの、今後の動向をしっかりと見定

めていきながら、こういった今後の福祉施策を展開していくということが大事だというふうに

考えておりますので、願意については、賛成しかねるということでお伝えさせていただきます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） そうしましたら、この請願に関しての意見を述べさせていただきます。 

 基本的に、高齢化によって加齢性難聴が増加していて、難聴の人たちの悲痛な叫びの中で、

助成をしていただきたいということに関しては、非常に理解をいたすところなんですけれども、

いろいろな意味での財源のことであるとか、過去にやっていたものを廃止した経緯もある中で、

実際には今、現状としては、千葉市のほうは年齢問わず、障害者であったりとか、未成年の方
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なんかの難聴に対する助成をしていくということで、そちらのほうでしっかりと助成のほうの

制度設計をしていただいているということなんですけれども、一つは、平成30年から国のほう

で、３か年で聴覚障害の補正による認知機能低下の予防効果を検証するための研究というのを

されているということは、認識しております。これがコロナの関係で、まだ研究の報告が出て

いないということも理解しておりまして、実は、この研究の成果が先ほどの伊藤委員からもあ

りましたように、エビデンスといいますか、そういう効果が立証されることによって、国のほ

うも制度を設計していかなきゃならないという立場を取っているということを理解すると、実

際には、難聴によって認知低下がしっかりと効果があるよと。補聴器をつけることによって、

認知症の進度が進まないようになるよというようなことが分かってくることによって、いろい

ろな意味での全体的な高齢者の施策の中での効果というのは、期待するところでありますので、

まずは、国の制度、その研究の報告というのを待つことというのを優先したいかなと思います。 

 実際には、この請願に関しては、本当に願意を求める困っている方がいるというのも多数い

ますし、当然高齢化が進んでいますので、過去の平成22年の当初よりもたくさんのボリューム

の方たちがこういうものを求めていきたいというのは理解はできるんですけれども、そういう

国のほうの成果も含めた新しい、いわゆる助成制度も期待するというところで、今回のこの請

願に関しては、賛同いたしかねるというところに会派のほうではまとまりました。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） まず、当局の方に伺いたいんですけれども、健康診査等における聴力

検査についてなんですけれども、この請願のように、聴力検査を実施した場合の費用というの

は、どれぐらいかかるのかについて伺えればと思います。 

○委員長（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 こちらの説明の資料にもありました金沢市が実施している状況の金額で、保険点数で算定し

ますと、難聴の検査をすると税込みで１件当たり3,850円かかります。国民健康保険被保険者

が特定健診を受けていますけれども、今現在の受診率35％程度をそれに掛けて計算しますと、

約１億9,250万円、特定健診対象者の方でかかります。後期高齢者医療制度の被保険者のほう

では、受診率はやはり35％程度ですので、約２億400万円ほどかかりまして、合計で３億9,650

万円ほど費用がかかる見込みとなります。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 それでは、この請願についての賛否について、会派としての意見を述べさせていただきます。 

 まず、旧・日常生活用具給付事業の復活の提案についてなんですけれども、これはかつてや

った事業は65歳以上の高齢者を対象としていて、聴力要件が日常会話に支障があるものという

ことなんですけれども、現在、舗装費支給において、障害者手帳を持っている人に対して70デ

シベル以上というかなり厳しい聴力要件が課せられているのに対して、この日常生活用具の場

合は、日常会話に支障があるものということで、かなり要件が甘い状況になっているというこ

とで、その公平性ということを考えたときに、この旧事業を復活させた場合、60歳以上の人に
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対しては、比較的すぐに補聴器が必要、日常会話に支障があると認定されるという曖昧な基準

で補聴器購入費支給が出されるのに対して、65歳未満の人に対しては厳しい要件を課せられて

いるということで、公平性という観点から、ちょっと旧事業を復活させることについては、賛

同しかねるというふうに思います。 

 また、健康診査における聴力検査の実施に関して、かなりの費用もかかることですし、認知

症予防というのは、重要なことだとは思いますけれども、認知症予防について、何が一番効果

があるのかということについて、しっかりと検証していく必要がありまして、これだけの費用

がかかりますので、聴力検査をすることで認知症が全て予防できるわけではないと思いますの

で、ほかの認知症予防と比較しながら考えたときに、新しいほうの聴力検査の実施ということ

が有効かどうか、はっきり言って分からないのではないかということで、これについても慎重

に考えるべきではないかと思います。 

 今、先ほど当局からも指摘があったように、国において、聴覚障害の補正による認知機能低

下の予防効果を検証するための研究が行われていたり、あとは、私が調べた限りだと、補聴器

の装着の有無による認知症の発症率の差に関する研究についても、国がまだ結論を出していな

いということでしたので、そういった研究結果を待った上で、国への要望や、また、今後の補

聴器の助成について考えていく必要があるのではないかと思います。 

 なので、会派としてこの請願には賛同できかねるという結論が出ております。ありがとうご

ざいます。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御発言がなければ、採決いたします。 

 お諮りいたします。請願第５号・補聴器購入費助成制度の復活と、聴力検査の実施を求める

請願を採択送付することに賛成の方の挙手を求めます。 

［賛成者挙手］ 

○委員長（小坂さとみ君） 賛成少数、よって、請願第５号は不採択と決しました。 

 それでは、説明員の入替えを行います。御苦労さまでした。 

［保健福祉局入替え］ 

 

所管事務調査 

○委員長（小坂さとみ君） 次に、所管事務調査を行います。 

 本委員会の年間調査テーマであります、発達障害について調査いたします。 

 委員の皆様は、しおり９番、所管事務調査資料をお開きください。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、当局の説明をお願いいたします。高齢障害部長。 

○高齢障害部長 高齢障害部でございます。失礼して、座って説明をさせていただきます。 

 お手元の資料、千葉市における発達障害者児支援についての３ページをお開きいただきたい

と思います。 

 初めに、１、発達障害とはですが、発達障害は、生まれつき見られる脳の働き方の違いによ

り、幼児のうちから行動面や情緒面に特徴がある状態にありますが、同じ障害名でも特性の現
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れ方が違ったり、幾つかの発達障害を併せ持ったりすることもございます。一般的にコミュニ

ケーションや対人関係をつくるのが苦手な傾向にありまして、その行動や態度は、自分勝手、

変わった人、困った人と誤解されることも少なくございません。 

 しかしながら、囲みに記載いたしましたとおり、その原因が親のしつけや教育の問題ではな

く、脳機能の障害によるものだと周囲の人が理解し、接し方が変わってくれば、本人の生きや

すさにつながるとともに、能力を生かすこともできます。 

 なお、下の参考に記載をいたしましたが、令和４年に文部科学省が全国の小中学校に対して

行った調査において、知的発達に遅れはないものの、学習面または行動面で著しい困難を示す

とされた児童生徒の割合は8.8％であり、これは平成24年の前回調査時の6.5％より増加してお

ります。 

 ただし、これはあくまで教員から見て、学習面や行動面に著しい困難がある児童生徒の割合

であり、発達障害があると判定された子供の割合ではないことにつきましては、十分御留意い

ただきたいと思います。 

 ４ページをお願いいたします。 

 ２、発達障害の種類と特徴ですが、自閉症やアスペルガー症候群、注意欠陥多動性障害、い

わゆるＡＤＨＤなど、図のとおり発達障害の種類とその特徴があると言われており、黒ぶちの

吹き出しで、さらに具体的な症例を補足しております。 

 先ほど御説明いたしましたとおり、それぞれの囲みが重なっている部分のように、幾つかの

障害が重なったり、知的な遅れを伴うなど、個々のケースによりその特性は様々でございます。

さらに、記載している特性だけをもって判定されるものではないとも言われております。 

 ５ページをお願いいたします。 

 こちらは、札幌市が作成をいたしました、発達障害のある人たちへの支援ポイント虎の巻シ

リーズより引用させていただきました。この自閉症の事例でございますけれども、適当にこの

クリームを塗っておいての適当にという指示が本人には理解できず、適量のクリームを塗るこ

とができませんけれども、右側にあるように、こうやって塗ってくださいと見本を見せること

により、本人に戸惑いがなくなって、指示どおりの仕事ができるようになるといったことが描

かれております。適当にという抽象的な表現ではなくて、具体的な完成形を想像することが難

しい障害特性を理解することによって、視覚情報と実体験を提供してあげれば、発達障害のあ

る方も、ほかの方と同等以上の仕事ができる可能性があることを分かりやすく示しており、こ

こで御紹介をさせていただきました。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ３、発達障害に対する支援の概要と課題ですけれども、初めに、（１）本市の相談支援体制

の概要です。 

 未就学児から社会人までのライフステージごとの支援体制を示しております。縦軸には、最

上段に日中の活動場所等、最下段に判定を受けた人向けの療育等専門的支援を行う場所を示し

ておりまして、中段の相談窓口がその間をつなぐ機関になります。 

 表のとおり、小学生及び中学生は、教育委員会の養護教育センターが主に学校教育分野にお

いて、専門的支援につなぐ役割を担っておりますけれども、それ以外のステージにおきまして

は、専門的な機関がない状態でございます。特に障害の早期発見及び早期療養のためには、黄
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色で囲んだ部分、点線の部分でございますけれども、未就学児の段階から少しでも早く専門の

相談機関に関わって、必要なタイミングで専門的な支援につないでいく、これが重要と考えて

おりますが、現状ではその機関がないことから、課題が生じている状況にございまして、この

点につきましては、この後、御説明をさせていただきます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 （２）発達障害者支援センターの概要でございますけれども、同センターは、平成20年１月

に旧千葉市社会福祉事業団、現在の千葉市社会福祉協議会の療育センター内に開設をいたしま

した。現在は、公認心理師や社会福祉士などの専門職を含む、常勤７人、非常勤８人の計15人

の職員を配置してございます。また、センターの対象者は、原則として専門機関で発達障害の

診断を受けた方でございます。 

 主な事業といたしましては、日常生活の様々な相談に応じ、適切な指導または助言などを行

う発達支援と、市内の保育所、幼稚園などに巡回相談員を派遣いたしまして、発達障害の可能

性がある幼児を早期に発見し、適切な支援機関につなげる巡回相談、こちらを実施しておりま

す。このほか、学校や企業などへの出張相談ですとか、発達障害に係る市民や支援者向け講座

などを実施しております。 

 支援実績は表のとおりでございまして、相談支援件数は右肩上がりで増加してございます。

巡回指導に係る訪問施設数も、令和３年度まではコロナウイルス感染症の影響により横ばいで

ございましたけれども、令和４年度は一気に増加いたしました。 

 資料は、８ページをお願いいたします。 

 （３）課題でございますけれども、１つに、子供、特に未就学児の保護者が気軽に相談でき

る、また、専門的知見やノウハウを持った職員による対応窓口がなく、適切な支援体制が取れ

ていないケースがあることでございます。２つに、窓口がないことによりまして、療育相談所、

養護教育センター、発達障害者支援センターなどの専門機関に相談が集中し、待機期間が長期

化していることから、本来このような専門機関において、早期に受診等すべき真に医学的診断

や療育が必要な方への影響が生じていることでございます。 

 これらの課題を解決するに当たりまして、障害受容ができていない保護者でも気軽に相談で

きる窓口を創設し、納得感のある助言を行い、継続支援を行うとともに、専門的な支援が必要

な方につきましては、適切な時期に専門機関につなぐほか、相談窓口と関係部署が密接に協力

する体制を整えることで、子供の障害の早期発見及び早期支援につなげるとともに、専門機関

の待機時間の解消を図ることといたしました。 

 ９ページをお願いいたします。 

 本市で設置を考えております（仮称）こども発達相談室の整備予定についてでございますけ

れども、まず、利便性が高く、市全域から来所しやすい場所であるとともに、障害受容ができ

ていない保護者の方でも気軽に来所、相談できるよう、可能な限り障害の施設、窓口というイ

メージを与えないことを念頭に検討を続けております。設置時期ですけれども、令和６年度以

降、相談対応に必要な人員が確保でき次第と考えてございます。 

 令和５年度、今年度につきましては、今後の着手になりますけれども、相談室の改修ですと

か、人材の確保または育成などを進めているところでございます。人材の育成の観点というと

ころでは、６月から11月までの間、船橋市の相談機関である船橋市こども発達相談センター、
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こちらに本市の心理判定員１名を派遣しておりまして、相談の手法や組織運営などのノウハウ

を学び、本市の相談室開設準備及び運営に生かしてまいりたいと、このように考えております。

その後の開設までには、専門職の採用活動や職員の研修などに取り組み、可能な限り人材を着

実に確保した上で、早期の開設に向け取り組んでまいりたいと、このように考えてございます。 

 なお、下段のポンチ絵につきましては、相談等の流れを簡略化したものでございまして、こ

れまでの私の説明と重複いたしますので、省略をさせていただきます。 

 10ページをお願いいたします。 

 最後に、５、他都市の状況でございますけれども、専門の窓口を設置している市が多く、本

市を除く指定都市19市のうち13市ですとか、県内主要市では５市で設置をしております。 

 なお、残りの指定都市では、区役所ですとか児童相談所に専門職を配置するなどによって、

対応しておるというふうに伺っております。 

 運営形態は、直営と委託等に分かれておりますけれども、県内主要市におきましては、全て

直営ということになっております。 

 次に、下の表、先行都市のうち特に参考となる施設についてでございますけれども、一つに

仙台市が挙げられます。仙台市の南北にアーチルと名づけた市直営の窓口を２か所設置してお

ります。全年齢を対象としておりまして、心理士や保健師、保育士、言語聴覚士、作業療法士

などに加え、医師や教員など幅広い職種の専門職が配置をされております。相談以外にも療育

手帳発行、サービスの支給決定、それから、聴覚言語療育支援などの機能を持つとともに、発

達障害者支援センターをはじめといたしまして、障害者更生相談所、乳がんセンター、休日診

療所なども併設する一大複合拠点ということで整備をしております。 

 また、本市職員を派遣しております船橋市のこども発達相談センターが挙げられます。未就

学児の対象として、心理士、言語聴覚士、保育士などが配置されております。集団での療育支

援も併せて行っておりますけれども、本市が設置予定の相談室の機能に近い市直営の機関でご

ざいます。保健所、地域包括支援センター、地域活動支援センター、休日診療所などを併設し

ておりまして、船橋市の保健衛生及び福祉の拠点となってございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） ありがとうございました。 

 それでは、御質疑等がありましたらお願いいたします。川合委員。 

○委員（川合隆史君） お疲れさまでございます。 

 発達障害についてということで、今ちょっといろいろお聞きしたんですけれども、現実的に

は、発達障害はまだまだ分からないところがたくさんあって、なかなか科学的に何がいいかと

かということさえも、まだ明確に出ていないのかなというところも感じるところです。 

 ちなみになんですけれども、千葉市内で、民間で発達障害であるとか、発達障害全般に関し

て対応している機関みたいなものというのは、存在したりはするんでしょうかね。もしくは県

内とかで、そういう発達障害に対してのいろいろな支援を行っているような民間の機関という

のは、あるんでしょうかね。 

○委員長（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課でございます。 

 委員お尋ねの発達障害を専門に支援をしている機関とお聞きしますが、まず、皆さん御存じ
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かもしれませんが、発達障害者支援センター以外ですと、千葉県のＣＡＳですね。県の発達障

害者支援センターがまず挙げられます。民間の事業者は、発達障害ということで特出ししてや

っていらっしゃるところは、残念ながら特には存じませんが、あとは個別の指定の児童発達支

援等が得意な分野を生かして、発達障害により一生懸命やっていますということで、個別に標

榜なさっているところはあるとは聞いておりますが、ここというのはちょっと申し訳ございま

せんが、私のほうは把握しておりません。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） どちらかというと、今の行政がやっていることというのは、相談がメ

インになってきていて、当然簡易的な検査とか、そういうことで、どちらかというと、ちょっ

とおたくのお子さんがＡＤＨＤっぽいねとか、アスペルガーっぽいねとか、自閉症っぽいねと

いうような診断を受けるところまでは分かるんですけれども、その先、どちらかというと、親

御さんたちもどうしたらいいか分からなくて、実際どういうことが効果があって、どういうこ

とを日々やっていくかというところまで落とし込むと、実は、なかなかそういう支援は、今現

状ないというふうに捉えているんですけれども、行政側としては、当然相談体制を拡充してい

くことというのが、まず早期にある程度理解して対応していくというのは分かるんですけれど

も、その先のそういう対応というものに対しては、どういうふうに捉えているのかということ

を分かれば教えていただけますか。 

○委員長（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課です。 

 委員お尋ねのとおり、例えば、健診あるいはかかりつけ医で、発達障害の傾向がある等々言

われた後に、専門的な支援でそのまま児童発達支援等に通う方もいらっしゃれば、そこのアド

バイスを受けられるんですが、そうではなくて、日常生活でどうしたらいいんだろうと戸惑う

方は確かにいらっしゃいます。そういった方のフォローをする機関として、一つはこども発達

相談室を設置いたしまして、専門的な療育にすぐにつなぐまだ時期ではないけれども、その方

に対して日常生活上のアドバイスを専門職から納得感のある説明をいたしまして、安心かつ家

族なりの特性への接し方を学んでいただくというのが一つの回答と考えています。ということ

で、とともに、発達相談室がフォローをして、その方が専門的な機関につながるべきときを逃

さずに、きちっと療育につないでいくということで、その後の御自身の生活の充実とか、就職

とか、そういったことに生かしていただければいいと思っております。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 どちらかというと、あと、重要になってくるのは、特に早い段階で見つかって、じゃあ、い

わゆる義務教育期間のときに、ある程度療育も含めて、どういうふうにその子が成長していく

かというところで、当然これ社会的にも発達障害であるとかというものの周りの理解とかが進

んでいかないと、なかなか社会の構造上まだ理解されていない部分があるので、そういうとこ

ろはそういうところで当然周知をしていかなければいけないですし、対応というのも捉えてい

かなきゃいけないというのは理解できるんですけれども、当然就学時にその療育というのを並
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行してやるようなことというのは、今後、千葉市のほうでも整えていくという用意とか、そう

いうところのアイデアみたいなものというのは、今の現段階ではどういう状況なんですか。 

○委員長（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援がございます。 

 委員の御質問は、就学中に、専門的な療育等と並行してどのようにするかですが、今も養護

教育センターが学校教育における相談を受けつつ、あとは、必要に応じて放課後等デイサービ

スの併用ですとか、そういったことをしておりまして、今後も比較的相談とサービスの基盤が

ある年代ではありますので、それを着実にやっていくんですが、一つはこども発達相談室から

の養護教育センター等へのケースの受渡しにおいて、今は、人によっては養護教育センターさ

んに初めて認知されるというか、そういった方も多いと聞いていますが、そこを丁寧に未就学

児からフォローして、ちゃんと行政の機関が必要な関与をしつつ、必要な支援を受けられるよ

うにケースを小学校へと引き継ぐと、そういったことを充実していきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 最後ですけれども、自分も発達障害のことをずっといろいろ勉強していたりするんですけれ

ども、本当に一番重要なのは、どちらかというと、親御さんたちの理解がどういうふうに進む

かというところだと思うんですね。実際に、自分の子が発達障害だよとか、当然発達障害だけ

じゃなくて、障害だよと言われたことによってのショックがあって、なかなかそれを受け入れ

られなかったりとか、じゃあ、どういうふうに対応したらいいんですかということさえも、正

直もう分からないというのが現状だと思うんですね。 

 現実的には、そうはいっても、親子として子供をどう支えていくか、母親、父親としてどう

支えていくかということが重要で、その子と一緒に一生付き合っていかなきゃいけないわけで

すから、それは障害とも付き合っていかなきゃいけないですし、だから、そういうところの親

のフォローとかというのも非常に重要だと思いますし、そういうところを地道に、これはもう

１回言ったから分かることではなくて、いろんなことが起こる中で、本当に今、そういう福祉

の中で伴走型というようなことを言いますけれども、本当にこの発達障害であったり、障害の

人たちには、伴走型でいろいろな形で支援をしていくことというのが非常に必要だと思われま

すので、そういうところの拡充であったりとか、そういうところの整備も含めて検討していっ

ていただきたいなと思いますので、以上です。 

 ありがとうございます。 

○委員長（小坂さとみ君） ありがとうございます。 

 ほかに御質疑等ございますか。椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 端的に聞きます。 

 この専門機関の療育相談所、養護教育センター、発達障害支援センターの相談が集中し、待

機期間が長期化している。これ以前議会でも取り上げて、半年だか９か月とか何か言っていま

したけれども、今最新でどれぐらい待っていますかね。 

○委員長（小坂さとみ君） 障害福祉サービス課長。 

○障害福祉サービス課長 障害福祉サービス課長の布施でございます。 
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 まず、療育センターのほうから申し上げさせていただきますと、療育センターは、現在の待

機期間が８か月待ちでございます。これは、やはり療育センターの医師の受診枠には限りござ

いまして、その枠の中で予約している患者様あるいは御家族の方が、コロナの発生、あるいは

保育所などで集団感染とかいうようなときに、やはり予約をキャンセルされるという形がござ

います。コロナ禍が収まってくると、急に予約が増えるというような形で、予約が集中してし

まうというような形の中で、予約枠は限りがあるので、なかなかその予約の待機期間の解消に

つながっていないというような状況でございます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課です。 

 次に、発達障害者支援センターの待機ですが、何か月待ちというカウントではなくて、１か

月を超えているケースの割合ですが、令和４年度末で74.8％、４分の３が１か月を超えて待っ

ていらっしゃいます。これは、相談件数がやはりそもそも令和３年度の4,300件から100件ほど

伸びているということが実際の主な原因と考えております。 

 あと、養護教育センターについては、所管がおりませんので、把握しておりません。申し訳

ありません。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） コロナが云々かんぬんとありましたけれども、それにしても８か月は

大変な期間ですよね。ちょっと発達相談室のほうで相談を受け付けて、このスキームでいうと、

そこからまた療育相談所に流していくよというスキームになっていると思うんですね。だから、

もちろん相談を受け付けて、そこまで診断まで行かない、検査まで行かないというケースはあ

るんでしょうけれども、そこのやっぱりボトルネックになっている部分の医師の検査、診断、

ここの部分の機能強化がやっぱり必要なんだろうと思いますけれども、その辺、しっかり考え

ているのかどうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 障害福祉サービス課長。 

○障害福祉サービス課長 障害福祉サービス課です。 

 今回、療育センターの８か月の待機待ちとなっているのが、必ずしも保護者が真に医学的診

断を求めてきていらっしゃる方ばかりではないんです。いわゆる不安を抱えて、相談先がない

ので、療育相談所に行ってみたらというような中で、療育相談所に来られる方がいらっしゃい

ます。 

 今回、仮称の相談室ができることによって、障害の受容ができていない保護者を受け止める

ことで、そこで保護者が安心し、これまで療育センターに集中していた相談が一定程度はけて

くるものではないかというふうに考えております。また、今後、仮称の相談室ができたときに、

その連携方法等についても併せて検討していきたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 最後に１点だけ、ごめんなさい。仙台市の施設がここにアーチルとあ

りますけれども、仙台市の施設は、要するにそこで診断とか療育手帳を出して、そこまでワン

ストップでやっているという理解でいいんですか。だから、市の場合は、発達相談室へ１回行
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って、そこからまた療育相談所へ行ってくださいと、そういう２段階の流れになるのか。仙台

の場合は、こうやってワンストップでやられているのか、その辺はどうですか。 

○委員長（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課でございます。 

 アーチルにつきましては、おっしゃるとおり、１か所、一つの建物の中に最初の相談から心

理的・医学的な判定から療育手帳を交付するところも確かに１か所にございます。ただ、部署

とか担当はもちろん分かれておりまして、それぞれ所掌する係が、その都度担当を変えて対応

していると聞いておりますので、本市は、ただ場所が純粋に違うということで、担当職員が変

わるということにつきましては、本市も仙台市も体制としては変わらないと考えております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） ちょっと仙台市のものは、また今後調査もして、しっかり精査してい

きたいと思いますけれども、変な話、たらい回しみたいにならないような感じに、ちゃんとワ

ンストップでやっていただくほうが市民にとっては利便性が高いだろうというふうに思います

ので、よろしくお願いします。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） その他、御質疑等ございますか。伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） 何点か教えてほしいというか、何か非常に難しいなとすごく思ってい

て、今回、この所管事務調査で発達障害をやりますという話だったんですが、最終的にどこを

着陸点にしていくんだろうというのを私なりにもちょっとなかなか見出せないなと正直なとこ

ろです。 

 これは個人的な感想なんですけれども、何となく全ての一つ一つを形にはめ込んでいかない

と、何か駄目だというものが実は違うんじゃないかなとたまに思うときがあるんですね。だか

ら、療育の部分では、親御さんの悩みであったり、どう育てていけばいいんだろうかという、

そういった様々な課題がある中での相談を受ける場所というのは、非常に重要だなとは思うん

ですが、それぞれのここにある、この書類にもありますけれども、種類と特徴ということで、

それぞれの特徴がやっぱりあって、その特徴をいかに継続的に生かし伸ばしていける環境をつ

くっていけるのかというところが、あるようでないんじゃないかなと思うんですね。でないと、

社会に出ることが本当にいいことなのかというのも含めてですけれども、今ある一人一人の状

況のこういった特性を伸ばし続けていくために、進めていかなきゃいけない施策というものも

あっていいんじゃないかなと思うんですけれども、局長はちょっとどういう意味かなという顔

をされていますが、もし部長でも構いませんので、すごく漠然とした話なんですけれども、私

は一人一人が大好きなことをやり続けていける環境をつくっていくことによって、社会の中で

も何か役に立つことというのがやっぱり生まれてくるんじゃないかなというふうに感じてはい

るんですが、皆さん方は当然行政マンなので、形を生み出し、つくっていき、そこの型にはめ

ていくという作業になってくるのかもしれませんが、もし何か御意見というか、お考えをお聞

かせいただければ、伺いたいなというふうに思っております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 高齢障害部長。 
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○高齢障害部長 ありがとうございます。 

 発達障害をお持ちの方御本人もしくはその保護者の方への支援というのは、もちろん重要な

んですけれども、伊藤委員おっしゃっていただいたように、それを社会がどう受け入れていく

かというところも非常に重要でございまして、現状を申し上げますと、やっぱり発達障害とい

うものの認知といいますか、理解というのは、やはり進んでいないというところがあり、どう

しても私が冒頭に御説明したとおり、自分勝手な方とか、変わった人、困った人だなというこ

とで、会社の中でもどうしても浮いてしまうとか、それが離職につながってしまうとかという

ことが現状で起きているのかなというふうに思います。 

 社会全体の中でこの発達障害というものの理解を進めて、説明の中でも申し上げましたけれ

ども、発達障害のある方の特性をいかに周りが理解をして、その特性を伸ばしながら、会社の

中でもどういった仕事だったらその方が力を発揮できるのかといったところを皆が理解をして、

協力し合いながら、進めていくところが非常に今後は大事なのではないかなというふうに思っ

ております。 

 ですので、まとめますと、本人、保護者への支援と併せて社会の認知を高める、発達障害に

対する理解を深めていくところも力を注ぐべきかなというふうに思っております。 

 済みません、お答えになっていないかもしれませんけれども、そのように考えております。 

○委員長（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。非常に抽象的な質問に対して答えていただき

まして、ありがとうございます。 

 例えば、発達障害に限らず知的の障害をお持ちの御家族の方も、やはり要は働き先とかいろ

んなことで苦労されていて、だけれども、子供が大好きなんですよね、この仕事と。だけれど

も、やっぱりそれを周りがなかなか認めてくれないというか、対応がどうしていいのか分から

ないことによって、その環境になじめず離職してしまうというケースもやっぱりあるようです。

ですから、やはり今、部長がおっしゃったとおり、これだけいろいろ取り組んでいきながらも、

なかなか社会はこの障害というものに対して理解がなかなか進んでいかない。現実、自分たち

の目の前にそういう方がいらっしゃったときに、どう対処していいのか分からないといった現

状はいまだにやっぱり多くあるんだなというふうに思っています。 

 ですから、今回は発達障害という部分ですけれども、それぞれの障害はどういった方がいら

っしゃるのかということも社会全体に、理解と言うとちょっとあれですけれども、分かっても

らって、向き合って、どう付き合っていける関係性をつくっていくのかというところに何か大

事さがちょっとあるんじゃないかなというふうに私自身も感じておりますので、また、少し私

もしっかりと今回の発達障害のことについては勉強していきながら、千葉市の中での施策がよ

り発展的なものとなって、喜んでいただけるものになるように、私もまたしっかりと学んでい

きたいなと思っております。 

 ちょっと取り留めのない話になってしまいましたが、以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） 幾つかちょっと御質問したいんですけれども、まず一つが、６ページ

の相談支援体制の表を見ますと、相談窓口のところで、小学生、中学生については養護教育セ

ンターで、未就学児については、今回のこども発達相談室での対応ということかと思うんです
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けれども、早期発見が大事だと思うんですけれども、高校生から大学生についての相談窓口と

いうのは、どちらになるんでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課でございます。 

 現在は、発達障害者支援センターが相談支援を行っております。ただし、主に判定を受けた

方の支援となっているところが課題ではあると考えております。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 といいますと、高校生から大学生が自分は発達障害ではないかと思った場合はどちら、医療

機関で相談するようなイメージなんでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課でございます。 

 おっしゃったとおり、一時的なここに行けばいいというところはないんですが、そこから先

は、それぞれの方が、例えば、医療機関もあるでしょうし、あとは、知的障害の方ですと障害

者相談センターとかにかかることもあるんですが、大体、大人になってから初めてなられると

いう方は、小中学生あるいは未就学児のときに何らかの療育相談所に通ったことがあるとか、

そういった方が割に多いとは考えております。 

 あとは、これは発達障害者支援センターが場合によっては手が空いていれば、判定を受けて

いない方でもお話を聞いたりということはしていると聞いております。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 相談できる窓口が割とはっきりとしているほうが、悩んでいる方にとっては救われるのでは

ないかなというふうに思います。 

 あと、２点目が、先ほど学校とかの連携についてもいろいろお話が出ていたと思うんですけ

れども、学校によって教員の方に対しての発達障害に対する理解というのを広げる必要もある

のではないかなと思うんですけれども、そこについては何か施策等を行っていますでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課です。 

 まず、教育委員会自体が発達障害のある方に対する研修等を内部で行っているとは聞いてお

りまして、発達障害者支援センター等もその取り組みに協力しております。また、個別にも発

達障害者支援センターが先生から、あるいはもちろん先生方からの相談等も個別に受けて、訪

問等もしているということで取り組んでおります。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 やはり教員の方々の間での理解というのは不可欠だと思いますし、そういう相談にもつなが

るきっかけにもなるのかなというふうに思いますので、引き続き教育面での連携もお願いした
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いなというふうに思います。 

 あと、もう一点が、こども発達相談室の整備予定に関する部分では、可能な限り障害者施設

というイメージを与えないということだったんですけれども、どのような形でそういう障害者

施設というイメージを与えないというここになるんでしょうか。どういった工夫をされるのか、

するという意味なのか、ちょっと伺えたらなと思います。 

○委員長（小坂さとみ君） こども発達相談室開設準備室長。 

○こども発達相談室開設準備室長 障害者自立支援課こども発達相談室開設準備室でございま

す。 

 なるべく障害というイメージを与えないということで、今はまだ仮称という形にはなってお

りますが、その相談室の名称を今こども発達相談室ということで、障害という名称を入れない

というような形で、発達障害相談室みたいな形にしてしまうと、うちの子は障害じゃないから

みたいなことにやっぱりつながってしまうと思うので、なるべくそういう印象を持たれずに、

気軽に相談に来られる窓口をつくっていこうということで、今準備を進めているところでござ

います。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 一方で、その後、発達障害者支援センターにつながったりということで、どうしても障害受

容を前提としているような制度になっているのかなというふうに思うんですけれども、障害の

イメージを与えないけれども、発達相談室からその後の発達障害支援センターにつなげていく

場合、どうやってつなげていくんでしょうか。こども発達相談室において、障害受容を促すと

いうような形になるんでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 準備室長。 

○こども発達相談室開設準備室長 こども発達相談室開設準備室でございます。 

 今、これからつくる相談室のどういった対応をしていくかというのは、まさに今検討してい

るところなんですけれども、実際相談にいらっしゃった親御さんに対して、例えば、１回相談

に来たからそれっきりで、次は例えば、発達障害者支援センターにつなぐとか、療育センター

につなぐというような形ではなくて、相談室のほうでどうしても、例えば、本当に早期に療育

の対応をしていかなければいけないケースですとか、早めに医療機関につながらなければいけ

ないというようなケースであれば、それはそういった機関のほうにつないでいく形になります

けれども、そこの時点に満たないといいますか、そういった方については、引き続き相談室の

ほうで親御さんといろいろ、こちらからアドバイスをしたりとか、親御さんの御意見とかお考

えを伺ったりしながら、なるべくお一方お一方の最善の形の対応というのを進めていこうとい

うふうに考えております。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 障害受容ということが難しい方もいらっしゃるとも思いますので、なるべくそういう障害と

いうことにとらわれずに、気軽に相談できるような場になっていければいいのかなとは思いま
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す。 

 あと、最後に、先行都市の施設、他都市の状況についての先行都市の施設、今回千葉市で考

えているこども発達相談室のイメージというのは、どちらかというと、仙台市よりも船橋市の

ほうの発達相談センターに近いようなイメージになるんでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 開設準備室長。 

○こども発達相談室開設準備室長 こども発達相談室開設準備室でございます。 

 今、渡邊委員おっしゃっていただいたように、船橋市の取り組みは、今まさにうちの課の職

員が６か月派遣させていただいておりますけれども、船橋市の取り組みを参考しながら、状況

によってそれに近い形というのも含めて、検討を進めていきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○委員長（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 船橋市の子供発達相談センターの視察等も考えてもいいのかなというふうに個人的には思い

ました。質問に答えていただき、ありがとうございます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） ありがとうございます。米持委員。 

○委員（米持克彦君） 初歩的な質問なんですけれども、対象年齢というのは決まっているん

でしょうか。それと、もう一つは、なぜ今頃、開設準備室ができるんでしょうか。それをちょ

っとお尋ねします。 

○委員長（小坂さとみ君） 開設準備室長。 

○こども発達相談室開設準備室長 こども発達相談室開設準備室でございます。 

 まず、仮称のこども発達相談室の対象年齢ですが、必ずしもそこでばっつり切るというわけ

ではないんですけれども、基本的には未就学児、ゼロ歳から６歳までと。就学児６歳以降は、

先ほど資料等でも御説明させていただきましたけれども、養護教育センターのほうで、教育関

係中心に御対応いただくという部分もございますので、その手前の年齢のところを相談室のほ

うで対応していきたいというふうに考えております。 

 なぜ今、準備室を設置したかということなんですが、やっぱり先ほどの発達障害者支援セン

ターですとか、療育センターのほうでもそうなんですけれども、やはり発達障害という関係の

対象の方というのがかなりやはり増えてきておりまして、例えば、１歳半児とか３歳児の定期

健診などでも、ちょっとそういった部分が見られるよというお子様の数なんかも増えている中

で、やっぱりなかなか、じゃあ、そうした場合に親御さん方がどうすればいいんだろうといっ

たときに、すぐ対応できる窓口というのがちょっと先ほども御説明させていただきましたけれ

ども、今、市のほうにないというような状況になっておりますので、早急にそれを対応しなけ

ればいけないということで、今回、準備室を設置させていただいたというところでございます。 

 以上です。 

○委員長（小坂さとみ君） 米持委員。 

○委員（米持克彦君） 効果というのは、期待してよろしいんでしょうか。 

○委員長（小坂さとみ君） 開設準備室長。 

○こども発達相談室開設準備室長 効果でございますが、今、例えば、そういった可能性があ
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るお子さんをお持ちの保護者の方々が、例えば、相談をする場所がない、私たちはこれからど

うすればいいのか分からないというような状況になっている方々に、少しでも必要なアドバイ

ス等をしてあげられたりですとか、必要な療育とか支援体制につなげていけるということで効

果があるというふうに考えております。 

○委員長（小坂さとみ君） 米持委員。 

○委員（米持克彦君） そうすると、早いうちにそういう対応をしたほうが、そのお子さんに

とっては、将来効果が出てくるというふうに認識してよろしいんですかね。 

○委員長（小坂さとみ君） 開設準備室長。 

○こども発達相談室開設準備室長 発達障害につきましては、今、米持委員おっしゃっていた

だいたとおり、なるべく早くに発見して、なるべく早く療育につなげていくということで、そ

の後のその子の生き方、人生等にかなり大きな影響が後々出てくるというふうにも言われてお

りますので、少しでも早く対応してあげることがよりよいものにつながっていくものと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○委員（米持克彦君） 分かりました。じゃあ、よろしくお願いいたします。 

○委員長（小坂さとみ君） ほかに御質疑等ございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小坂さとみ君） では、ほかに御発言がなければ、以上で所管事務調査を終わりま

す。 

 説明員の方は御退室願います。御苦労さまでした。 

［保健福祉局退室］ 

○委員長（小坂さとみ君） では、最後に、今後の委員会の予定についてお知らせいたします。 

 まず、10月17日火曜日は、千葉市発達障害者支援センターの視察に行きます。 

 次に、11月８日水曜日から11月10日金曜日に県外視察を行います。これは、先ほど説明があ

りました仙台も入っております。視察先及び施設項目については、正副委員長に御一任いただ

いておりましたが、先ほど申し上げたとおり、仙台市、また、10日は青森市も視察に行く予定

としております。また、詳細が決まり次第、御連絡いたします。 

 なお、17日火曜日の千葉市発達障害者支援センターについては、現地集合または市役所前集

合ですが、個別に確認させていただいているということですので、どうぞ皆様、現地に行って

いただく方は、よろしくお願いいたします。 

 本日は、長時間にわたり、御苦労さまでございました。ありがとうございます。お疲れさま

です。 

 済みません、事務連絡を忘れていました。 

 委員長報告は近日中にラインワークスで御覧いただくようにいたしますので、忘れずに確認

をお願いいたします。 

 以上、委員の皆様には、御協力ありがとうございました。 

 

午後２時49分散会 

 


